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本市では，第六次鹿児島市総合計画において，「自分らしく健やかに暮らせる　安心安
全なまち〔健康・安心政策〕」を基本目標の一つとして掲げ，保健と福祉のさまざまな施
策に取り組んでいる。

令和４年度は，健康づくりについては，第二次鹿児島市健康増進計画「かごしま市民す
こやかプラン」に基づき，市民の健康づくりを推進する。また，第四次かごしま市食育推
進計画に基づき，食育の総合的かつ計画的な推進を図る。
地域福祉については，「地域共生社会」の実現に向けて，第５期鹿児島市地域福祉計画

に基づき，本市の地域福祉を総合的かつ計画的に推進する。
また，市民に福祉交流やボランティア活動を広げるイベントとして，わくわく福祉交流

フェアを開催する。
このほか，大規模災害発生時に避難所等における供給体制が整うまでの食糧や生活必需

品の備蓄を行う。
高齢化対策については，第８期鹿児島市高齢者保健福祉・介護保険事業計画に基づく

サービスを総合的，体系的に実施する。
高齢者福祉については，引き続き敬老パスの交付や愛のふれあい会食事業を実施すると

ともに，スポーツ・文化のイベント「すこやか長寿まつり」を開催するなど，高齢者の生
きがいづくりの推進と社会参加の促進を図る。また，在宅福祉については，紙おむつ等助
成事業等を実施する。

また，高齢者の心身の多様な課題に対応し，きめ細かな支援を実施するため，高齢者の
保健事業と介護予防の取り組みを一体的に実施する。

後期高齢者医療制度については，被保険者のはり・きゅう施設等の利用に対する独自助
成を行うほか，長寿健診を実施する。

介護保険については，介護を必要とする高齢者等に対して保険給付を行うとともに，要
支援者等を対象に介護予防・日常生活支援総合事業を実施し，自立支援と介護予防を推進
する。また，「地域包括ケアシステム」の中核機関である長寿あんしん相談センター（地
域包括支援センター）を運営する。
障害者福祉については，身体・知的・精神及び発達障害を対象とした総合的な相談等を

行う障害者基幹相談支援センターや24時間365日の緊急対応（相談・受入れ）を行う障害
者地域生活支援拠点を運営するとともに，様々な分野において輝いている障害者等を表彰
するチャレンジド大賞等を通じて，障害及び障害者に対する市民の理解を促進する。ま
た，障害福祉サービス等に対する市独自の利用者負担軽減を行うほか，障害者の社会参加
を促進するため，友愛パス及び友愛タクシー券を交付する。
保健予防については，元気いきいき検診の休日・夕方検診やＨＩＶ，肝炎ウイルス，Ｈ

ＴＬＶ－１の無料検査を実施するとともに，成人と高齢者・歯・心の健康，がん・難病患
者への支援，食生活と栄養などの健康相談・教室・訪問指導・健診等を通じて，健康管理
や生活習慣改善への支援を行う。

新型コロナウイルス感染症対策については，疫学調査やＰＣＲ検査を進め，市民への注
意喚起を図るとともに，ワクチン接種を順次行い，感染拡大防止の取り組みを強化する。

また，感染症などの発生・まん延を防止するため，４種混合などの定期予防接種や風し
ん抗体検査等を引き続き実施する。

福祉・保健
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１　健康づくり
敢　健康増進計画推進事業（一部国庫補助事業　平成25年度から実施）

目的・概要　　 第二次鹿児島市健康増進計画「かごしま市民すこやかプラン」（平成
25年度～令和５年度）に基づき，子どもから高齢者まですべての市民
が共に支え合い，すこやかで心豊かに生活できるかごしま市の実現を
目指し，市民や関係機関・団体と一体となって，市民の健康づくりを
推進する。

事業内容　　　①　計画の推進
　　　　　　　　ア　鹿児島市健康づくり推進市民会議の運営
　　　　　　　　イ　推進検討委員会等の開催
　　　　　　　②　計画の周知・広報
　　　　　　　　ア　健康づくり月間での周知・広報
　　　　　　　③　計画の最終評価と次期計画策定のための市民意識調査の実施
予 算 額　　　令和４年度　4，259千円
柑　働く世代の健康づくり事業（国庫補助事業　平成27年度から実施）

目的・概要　　 　事業所との協働により，働く世代の生活習慣の改善やメンタルヘル
ス対策など健康づくり事業に取り組む。

予 算 額　　　令和４年度　444千円
桓　食育推進事業（市単独事業　平成21年度から実施）

目的・概要　　 　「食を通じて健康で，生き生きと生活できる活力あるかごしま市の
実現」を基本理念とする第四次かごしま市食育推進計画（令和４年度～
８年度）に基づき，食育に関する施策を総合的かつ計画的に推進する。

事業内容　　　①　食育推進委員会の開催
　　　　　　　②　食育推進ネットワークの連携強化
　　　　　　　③　食育情報の発信
　　　　　　　④　市民への食育推進支援
　　　　　　　⑤　食育推進計画の周知・広報
予 算 額　　　令和４年度　2，137千円

棺�　食育フェスタ開催事業（市単独事業　平成27年度から実施）
目　　的　　 　食に関する学習や体験活動を通じて食育の推進を図るため，市内大

学等と連携して「食育フェスタ」を開催する。
内　　容　　　第７回かごしま食育フェスタの開催
主　　催　　　鹿児島市（協力：市内大学，食育推進ネットワーク）
予 算 額　　　令和４年度　2，228千円
款　市民健康まつり（平成元年度から実施）

目　　的　　 　市民健康まつりを開催し，健康の重要性及び定期健診等の必要性に
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ついて，市民の関心を喚起するとともに市民の認識を深める。
内　　容　　　第38回市民健康まつりの開催
　　　　　　　主催　市民健康まつり実行委員会（鹿児島市医師会ほか９団体共催）
予 算 額　　　令和４年度　1，500千円
歓　受動喫煙防止対策事業（一部国庫補助事業　平成30年度から実施）

目的・概要　　 　市民の健康を守るため，施設の区分に応じた受動喫煙防止対策につ
いての助言・指導等及び受動喫煙に関する知識の普及，受動喫煙の防
止に関する意識の啓発を通じ，望まない受動喫煙が生じない環境整備
の促進を図る。

事業内容　　　①　周知・広報，相談・問い合わせ対応
　　　　　　　② 　既存特定飲食提供施設に係る届出の受付，違反者への指導・助

言等
予 算 額　　　令和４年度　4，204千円
汗　保健活動従事者等人材育成事業（一部国庫補助事業　令和元年度から拡充）

目的・概要　　 　保健活動従事者等の資質向上を図るため，研修会等を実施し人材育
成を行う。また，災害時保健活動マニュアルの改訂及び栄養士人材育
成ガイドラインの作成を行う。

事業内容　　　①　育成トレーナーによる新人保健師育成支援
　　　　　　　②　新任期・中堅期・管理期などの保健師研修会の実施
　　　　　　　③　研修会・研究学会への参加
　　　　　　　④　災害時保健活動マニュアルの改訂
　　　　　　　⑤　栄養士人材育成等の実施
予 算 額　　　令和４年度　1，857千円
漢�　健康づくり応援事業（市単独事業　令和元年度から実施）

目的・概要　　 　かごしま市民すこやかプランの中間評価で課題となった運動分野を
中心に，情報発信・きっかけづくりを行い，広く市民の健康づくりを
支援する。

事業内容　　　運動ができる施設等の情報発信
予 算 額　　 　令和４年度　０千円
澗　かごしま温泉健康プラザ
　本施設は，温泉を活用した水中運動用プールや歩行浴，全身・部分浴などの各種浴
槽設備を備えており，市民が季節を問わず，水中運動効果や温浴効果により自主的な
健康づくりを図ることを目的に設置した。
　業務開始　　平成11年４月
　所 在 地　　永吉二丁目21番６号
　総事業費　　約20億円
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　建物構造　　鉄筋コンクリート造　４階建ての４階（１・２階は西部保健センター）
　敷地面積　　2，259．84㎡（西部保健センターを含む）
　延床面積　　4，092．52㎡（ 〃 ）
　開館時間　　午前９時～午後８時
　休 館 日　　毎週火曜日（休日のときは，その日後最も近い休日でない日）
　使 用 料　　大人300円，小人（小・中学生）150円
　施設内容　　 水中運動用プール（17m ×６m），歩行浴，全身・部分浴，気泡浴，圧

注浴，寝湯，ミストサウナ，冷水浴，ボディーシャワー，うたせ湯，
かぶり湯の12種類の浴槽施設のほか，ストレッチルーム，リラックス
ルーム（休憩室）

潅　さくらじま白浜温泉センター

　本施設は，一般浴場，家族風呂，高齢者や身体障害者等を対象にした福祉浴場を備
えており，健康づくりに温泉を活用することで市民の健康保持及び福祉の増進を図る
ことを目的に設置した。
　業務開始　　平成５年５月
　所 在 地　　桜島白浜町1269番地
　総事業費　　454，953千円
　建物構造　　鉄筋コンクリート造　３階建て
　敷地面積　　3，395．00㎡
　延床面積　　1，347．54㎡
　開館時間　　午前10時～午後９時
　休 館 日　　毎月10日（土・日・休日のときはその日後最も近い土・日・休日でない日）
　使 用 料　　大人390円，小人（小学生）150円
　　　　　　　※毎月26日（白浜温泉の日）は，大人・小人とも一律100円
　　　　　　　家族風呂１時間1，100円（30分超過ごとに550円加算）
　施設内容　　 一般浴場（大浴槽，サウナ，水風呂，気泡湯（低周波），寝湯，露天

風呂），家族風呂，福祉浴場，一般休憩室，福祉休憩室

２　地域福祉
敢　地域福祉館
　目　　的　 　市民の交流や福祉活動及び地域福祉ネットワークの拠点として，ま

た，地域で活動する団体への活動支援を行う施設として，地域福祉館の
管理運営を行う。

　施設内容　　和室・洋室・児童ルームなど
　管理運営　　鹿児島市社会福祉協議会
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　令和４年度委託料予算額　447，928千円

区　　分　

　施 設 名

施　　　　　　設 令和３年度年間
延 利 用 人 員開　　所 敷　　地 建　　物

１ 真 砂 福 祉 館 昭和48．４．1
（平成3．4．1移転新築）

㎡
465

㎡
514

人
12，461

２ 玉 里 福 祉 館 昭和48．12．1
（平成3．4．1改築） 874 508 9，587

３ 甲 東 福 祉 館 昭和49．４．1
（平成9．9．9移転新築） 723 557 8，356

４ 上 町 福 祉 館 昭和50．４．1 保育園の２階 216 4，135

５ 西 紫 原 福 祉 館 昭和51．４．1 保育園の２階 257 8，289

６ 城 西 福 祉 館 昭和52．４．1
（平成27．3．26改築） 1，855 624 30，442

７ 武 福 祉 館 昭和54．４．1 保育園の２階 186 3，853

８ 東 谷 山 福 祉 館 昭和55．４．1
（平成9．11．18移転新築） 1，021 560 22，003

９ 松 原 福 祉 館 昭和55．４．1 保育園の２階 160 3，038

10 鴨 池 福 祉 館 昭和57．９．1 471 507 9，846

11 宇 宿 福 祉 館 昭和58．４．1 638 502 8，829

12 西 伊 敷 福 祉 館 昭和58．４．1 366 389 21，453

13 坂 之 上 福 祉 館 昭和59．４．1 760 456 13，905

14 甲 南 福 祉 館 昭和59．４．1 310 497 11，519

15 武 岡 福 祉 館 昭和60．４．1 731 496 13，802

16 玉 里 団 地 福 祉 館 昭和60．４．1 1，022 454 16，259

17 柳 町 福 祉 館 昭和60．10．1 551 551 4，509

18 川 上 福 祉 館 昭和61．２．1 927 482 11，602

19 吉 野 東 福 祉 館 昭和61．４．1 921 491 9，748

20 平 川 福 祉 館 昭和61．９．1 702 286 5，051

21 明 和 福 祉 館 昭和62．４．1 750 491 11，799

22 紫 原 福 祉 館 昭和62．４．1 市営住宅
集会室の２階 330 17，076

23 八 幡 福 祉 館 昭和62．４．1 248 376 9，025
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柑　民生委員・児童委員

　委員定数　　1，067人（令和４．４．１現在）
　活 動 費　　年額　会　　長　　（ 50人）191，000円
　　　　　　　　　　副 会 長　　（ 50人）161，000円
　　　　　　　　　　一般委員　　（867人）155，000円
　　　　　　　　　　主任児童委員（100人）155，000円

区　　分　

　施 設 名

施　　　　　　設 令和３年度年間
延 利 用 人 員開　　所 敷　　地 建　　物

24 西 谷 山 福 祉 館 昭和62．４．1 ㎡
683

㎡
501

人
7，325

25 桜 ヶ 丘 福 祉 館 昭和63．２．20 658 493 19，734

26 田 上 台 福 祉 館 昭和63．３．25 632 472 8，893

27 谷 山 北 福 祉 館 平成元．４．1 967 496 10，094

28 吉 野 福 祉 館 平成元．９．12 795 507 19，696

29 西 陵 福 祉 館 平成元．９．12 801 516 12，682

30 唐 湊 福 祉 館 平成２．４．１ 1，123 525 6，660

31 星 ヶ 峯 福 祉 館 平成２．４．１ 758 502 13，450

32 坂 元 福 祉 館 平成３．４．１ 773 515 9，174

33 た て ば ば 福 祉 館 平成４．４．１ 732 511 14，926

34 皇 徳 寺 福 祉 館 平成４．４．１ 949 516 14，381

35 谷 山 福 祉 館 平成４．４．１ 1，058 515 16，101

36 田 上 福 祉 館 平成５．４．１ 870 515 14，837

37 花 野 福 祉 館 平成５．10．13 622 534 9，864

38 福 平 福 祉 館 平成６．４．１ 970 537 11，795

39 伊 敷 台 福 祉 館 平成８．12．14 1，001 557 20，836

40 宇 宿 中 間 福 祉 館 平成16．４．１ 827 600 16，049

41 和 田 福 祉 館 平成16．11．９ 781 599 11，383
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　内容別相談・支援状況 （単位 : 件）

　分野別相談・支援状況  （単位：件）

その他の活動状況 （単位：件）　　　　　　　　　 （単位：回，日）

桓　民生委員児童委員見守り活動支援事業（市単独事業　平成25年度から実施）
　目　　的　 　支援が必要な地域住民の早期発見，把握のため，地域での見守り活動

の周知広報や見守り活動協力事業者の拡大を図るなど，民生委員・児童
委員の見守り活動を支援する。

　予 算 額　　令和４年度　110千円
棺　地域福祉推進事業（平成16年度から実施）
　目　　的　 　「地域共生社会」の実現に向けて，第５期地域福祉計画（令和４年度

～令和８年度）の着実な推進を図る。
　内　　容　①　地域福祉館等を拠点とした地域福祉ネットワークの推進
　　　　　　　 　地域福祉館等（41福祉館＋市社協支部）を拠点に，地域福祉支援員

が地域の実情把握や問題点の分析及び検証を行いながら，地域福祉活
動への助言などの支援を行い，地域福祉ネットワークの推進に取り組
む。

　　　　　　②　地域福祉計画推進委員会及び地域福祉計画地区福祉推進会議
　　　　　　　 　第５期地域福祉計画の進行状況の確認及び推進のための方策の検

討，地域福祉の推進に必要な事項を全市的なレベルで審議・提言を行
う地域福祉計画推進委員会と本庁・支所単位で，住民全体の取り組み

　　　　　　　や住民と行政との協働による地域福祉推進について協議し，各地区の

区　分
在 宅

福 祉

介 護

保 険

健康・
保 健
医 療

子育て
・母子
保 健

子ども
の地域
生 活

子 ど も
の教育・
学校生活

生活費
年 金

・
保 険

仕 事
家 族

関 係
住 居

生 活

環 境
日常的
な支援 その他 合 計

令和３年度
累 計 3，664 1，351 3，300 1，193 3，884 2，467 662 173 235 1，468 711 2，712 12，130 9，466 43，416

１人当たり
１ 月 平 均 0．29 0．11 0．26 0．09 0．30 0．19 0．05 0．01 0．02 0．11 0．06 0．21 0．95 0．74 3．39

区　　分 高齢者に関すること 障害者に関すること 子どもに関すること そ　　の　　他 合　　　　計

令和３年度累計 26，279 1，735 8，353 7，049 43，416

１人当たり１月平均 2．05 0．14 0．65 0．55 3．39

区　分
調 査

・
実態把握

行事・事
業・会議
への参加
・ 協 力

地域福祉
活 動・
自主活動

民 児 協
運 営・
研 修

証明事務

要保護児
童の発見
の通告・
仲 介

令和３年度
累 計 23，545 17，770 55，394 34，237 6，175 174

１人当たり
１ 月 平 均 1．84 1．39 4．33 2．67 0．48 0．01

訪問回数 連絡調整回数

活動日数訪 問・
連絡活動 そ の 他 委員相互 その他の

関係機関

111，244 76，760 96，646 42，163 173，474

8．69 6．00 7．55 3．29 13．55
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　　　　　　　特性を踏まえた地域福祉活動を推進するための方策を検討する地区福
　　　　　　　祉推進会議を設置・開催する。
　　　　　　③　重層的支援体制整備事業への移行準備
　　　　　　　 　包括的な支援体制を推進するため，重層的支援体制整備事業実施に

向けた具体的な検討を行う。
　予 算 額　　令和４年度　34，533千円
款　わくわく福祉交流フェア（平成24年度から実施）
　目　　的　 　市民に福祉交流やボランティア活動を広げることを目的に開催する。
　事業主体　　鹿児島市及び鹿児島市社会福祉協議会
　内　　容　　バザーや模擬店，福祉施設製作品展示即売　ほか
　予 算 額　　令和４年度　3，603千円
歓　地域振興基金の設置（平成２年度から積立）
　目　　的　 　高齢者等に対する福祉活動の促進，快適な生活環境の形成等を図る。
　基金総額　　335，243千円
　令和３年度事業　 　基金運用から生ずる収益をすこやか長寿まつり開催事業等の事

業用の財源の一部として充当
汗　社会福祉協議会への助成（市単独事業）
　目　　的　 　本市の福祉行政を補完する役割を果たしている社会福祉協議会の各事

業に対し助成を行い，事業の円滑な運営を支援することにより市民福祉
の増進を図る。

　内　　容　　社会福祉協議会が行う下記事業の運営費等に対し，補助を行う。
　　　　　　①　法人運営事業
　　　　　　②　地域福祉活動推進事業
　　　　　　③　ボランティア活動振興事業
　　　　　　④　福祉コミュニティセンター運営事業
　予 算 額　　令和４年度　163，729千円
漢　社会事業協会への助成（市単独事業）
　目　　的　 　本市の福祉行政を補完する役割を果たしている社会事業協会の本部事

務局運営経費に対し助成を行い，事業の円滑な運営を支援することによ
り市民福祉の増進を図る。

　内　　容　　社会事業協会の本部事務局の運営経費に対し，補助を行う。
　予 算 額　　令和４年度　17，699千円
澗　各種団体等への助成（市単独事業）
　目　　的　 　民間篤志家等で結成されている各種団体に対し，補助金を交付し，そ

の活動を活性化することにより，市民の福祉の増進を図る。
　内　　容　　鹿児島保護区保護司会への助成等
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潅　市民奉仕活動賠償傷害保険（市単独事業　昭和59年度から実施）
　市内の奉仕活動を行う住民団体の参加者が，過失により，行事参加者等に損害を与
え法律上の責任を負う場合や，奉仕活動中に思わぬ事故で負傷し，または死亡した場
合にこの保険で補償する。
　令和４年度加入団体　1，479団体　補償対象者　229，552人
　保険料全額市負担
環　中国残留邦人等支援事業（平成20年度から生活支援等に拡大して実施）
　目　　的　 　永住帰国した中国残留邦人等（樺太残留邦人を含む）に対し，老後の

生活の安定，地域での生き生きとした暮らしを実現するため，必要な支
援を行う。

　内　　容　①　中国残留邦人等への生活支援給付金等の支給（国の制度）
　　　　　　②　中国語のできる支援・相談員の配置（国の制度）
　　　　　　③　自立支援通訳の派遣（国の補助事業）
　　　　　　④　帰国時の慰労金及び就職奨励金の支給（市単独事業昭和49年度から
　　　　　　　実施）
　予 算 額　　令和４年度　84，643千円
甘　ホームレス巡回相談指導事業（国の制度　平成20年度から実施）
　目　　的　 　ホームレスの方々に対し，巡回相談を行い，必要に応じて，市総合相

談窓口，生活保護等の申請，救護施設への入所及び健康相談の受診等に
ついて指導を行う。

　予 算 額　　令和４年度　1，283千円
監　隣 保 館

　目　　的　 　福祉の向上や人権啓発のための住民交流の拠点となる開かれたコミュ
ニティセンターとして，各種相談事業や人権課題の解決のための各種事
業を総合的に行う。

　予 算 額　　令和４年度　27，781千円
　①　小松原市民館　開設　昭和54年４月

　②　小野市民館　開設　昭和58年４月

所 在 地 小松原一丁目48-6
面 積 敷地477．39㎡　建物　延592．56㎡
構 造 鉄筋コンクリート３階建

施 設 内 容 調理室，図書室，会議・研修室，教養娯楽室，
相談室，多目的利用室，事務室

利 用 状 況 （令和３年度）8，447人

所 在 地 小野三丁目13-7
面 積 敷地661．88㎡　　建物　延408㎡
構 造 鉄筋コンクリート２階建
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看　災害弔慰金，災害障害見舞金の支給及び災害援護資金の貸付

（国・県制度　昭和57年７月10日適用）
　災害救助法等の適用された自然災害により，市民が死亡した場合，その遺族に対し
災害弔慰金を，精神又は身体に著しい障害を受けた市民には，災害障害見舞金を支給
する。
　また，被災家庭の災害復旧に資するため世帯主に対して災害援護資金の貸付を行っ
ている。
　支給額及び貸付限度額
　①　災 害 弔 慰 金　主たる生計維持者の死亡　　500万円以内
　　　　　　　　　　　　その他死亡　　　　　　　　250万円以内
　　　　　　　　　　　　実　　績　令和３年度　　　該当なし
　②　災 害 障 害 見 舞 金　主たる生計維持者の障害者　250万円以内
　　　　　　　　　　　　その他障害者　　　　　　　125万円以内
　　　　　　　　　　　　実　　績　令和３年度　　　該当なし
　③　災害援護資金貸付　１世帯当たりの貸付限度額150万円から350万円
　　　　　　　　　　　　（被害の種類及び程度により異なる）
　　　　　　　　　　　　償還期間　10年間（うち据置期間３年）
　　　　　　　　　　　　実　　績　令和３年度　　　該当なし
竿　被災者生活再建支援制度（国・県制度　平成10年５月適用）
　自然災害によりその生活基盤に著しい被害を受けた者に対し，都道府県が相互扶助
の観点から拠出した基金を活用して被災者生活再建支援金を支給するための措置を定
めることにより，その生活の再建を支援し，もって住民の生活の安定と被災地の速や
かな復興に資することを目的とする。
　実　　績　　令和３年度　該当なし
管　小災害救助（市単独事業　昭和40年９月から実施）
　目　　的　 　災害救助法の適用を受けるに至らない火災，風水害その他の小災害に

よるり災者に対し，応急的に必要な救助を行い，援護を図る。
　基　　準　 　死亡者に対する弔慰金 100，000円
　　　　　　　傷 害 者（１カ月以上入院治療） 30，000円
　　　　　　　物資支給　　 毛布又はタオルケット１人１枚（社協と日赤から毛布，

タオルセット他）
　　　　　　　見 舞 金（全焼・全壊）１世帯30，000円　１人増すごとに15，000円加算
　　　　　　　　　　　（半焼・半壊）１世帯15，000円　１人増すごとに 8，000円加算
　　　　　　　　　　　（床上浸水等）１世帯10，000円　１人増すごとに 5，000円加算

施 設 内 容 調理室，図書室，学習室，教養娯楽室，会議室，相談室，事務室
利 用 状 況 （令和３年度）7，748 人
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　実　　績　　令和３年度　21世帯46人（内死亡者７人）
　　　　　　　　　　　　　弔慰金・見舞金　1，402千円　毛布等36枚
　予 算 額　　令和４年度　1，491千円
簡　災害時食糧等物資備蓄事業（市単独事業　平成24年度から実施）
　目　　的　 　大規模災害発生時に避難所等における供給体制が整うまでの食糧や生

活必需品の備蓄を行う。
　備蓄物資　　アルファ米，保存用パン，毛布，紙おむつ等
　予 算 額　　令和４年度　18，009千円
緩　全国市長会防災・減災費用保険料（市単独事業　平成30年度から実施）
　目　　的　 　災害救助法の適用に至らない災害時に実際に支出した費用の一部を補

てんする「防災・減災費用保険」制度に加入する。
　保険内容　 　避難所の設置　食品・飲料水・生活必需品の供給，職員の人件費など
　予 算 額　　令和４年度　4，926千円
缶　市内に設置されている社会福祉施設（市立を除く）
　ア　県　　立 （令和４．４．１現在）

　イ　社会福祉法人・その他 （令和４．４．１現在）

施　設　別 名　　　　　　称 定　員 設立年月日 電　　話
視 聴 覚 障 害 者
情 報 提 供 施 設 視聴覚障害者情報センター － 昭和29．7．1 220-5896

施　設　の　種　類 総数 経　営　主　体 職員数 定　　員
保 育 所 110 社 会 福 祉 法 人 等 2，917人 8，880人
児 童 養 護 施 設 ５ 社 会 福 祉 法 人 147 281　
母 子 生 活 支 援 施 設 ４ 社 会 福 祉 法 人 64 80世帯
乳 児 院 ２ 社 会 福 祉 法 人 48 45人
助 産 施 設 ２ 公 益 社 団 法 人 等 66 29　
障 害 児 入 所 施 設 ４ 社 会 福 祉 法 人 － －
児 童 発 達 支 援 セ ン タ ー 15 社 会 福 祉 法 人 等 － －
障 害 者 支 援 施 設 18 社 会 福 祉 法 人 － 677　
養 護 老 人 ホ ー ム 2 社 会 福 祉 法 人 54 120　
特 別 養 護 老 人 ホ ー ム 54 社 会 福 祉 法 人 2，543 2，917　
軽 費 老 人 ホ ー ム 15 社 会 福 祉 法 人 等 117 508　
婦 人 保 護 施 設 １ 社 会 福 祉 法 人 14 30　
母 子 福 祉 セ ン タ ー １ 社 会 福 祉 法 人 4 －
児 童 心 理 治 療 施 設 １ 社 会 福 祉 法 人 34 50　
救 護 施 設 １ 社 会 福 祉 法 人 17 50　
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翰　社会福祉法人等の指導監査
　目　　的　 　社会福祉法人及び社会福祉施設等の適正な運営を図るため，関係法令，

通知による指導事項について監査等を行うとともに，必要な助言，指導を
行う。

　　令和４年度指導監査等対象数　　社会福祉法人　122
　　　　　　　　　　　　　　　　　社会福祉施設　587
　　　　　　　　　　　　　　　　　介護保険施設等　1，237
　　　　　　　　　　　　　　　　　障害福祉サービス事業等　1，257
　　　　　　　　　　　　　　　　　有料老人ホーム　211

３　介護保険
敢　介護保険制度（国の制度　平成12年４月から実施）
　目　　的　 　介護保険は，自己責任の原則と社会的連帯の精神のもと，介護を要す

る状態になっても，できる限り自立した生活を営めるように，真に必要
な介護サービスを総合的・一体的に提供する制度である。

　対 象 者　①　第１号被保険者…65歳以上の者
　　　　　　② 　第２号被保険者…40歳以上65歳未満で医療保険に加入している者
　保険給付の内容
　　　　　　①　居宅（介護予防）サービス等
　　　　　　　 　訪問介護，（介護予防）訪問入浴介護，（介護予防）訪問看護，（介

護予防）訪問リハビリテーション，（介護予防）居宅療養管理指導，
通所介護，（介護予防）通所リハビリテーション，（介護予防）短期入
所生活介護，（介護予防）短期入所療養介護，（介護予防）特定施設入
居者生活介護，（介護予防）福祉用具貸与，（介護予防）福祉用具購入
費の支給，（介護予防）住宅改修費の支給，介護予防支援，居宅介護
支援

　　　　　　②　施設サービス
　　　　　　　 　介護老人福祉施設，介護老人保健施設，介護療養型医療施設，介護

医療院
　　　　　　③　地域密着型（介護予防）サービス
　　　　　　　 　定期巡回・随時対応型訪問介護看護，夜間対応型訪問介護，地域密

着型通所介護，（介護予防）認知症対応型通所介護，（介護予防）小規
模多機能型居宅介護，（介護予防）認知症対応型共同生活介護，地域 
密着型特定施設入居者生活介護，地域密着型介護老人福祉施設入所者
生活介護，看護小規模多機能型居宅介護

　　　　　　④　サービス費の支給
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　　　　　　　 　高額介護（予防）サービス費，高額医療合算介護（予防）サービス
費，特定入所者介護（予防）サービス費

　保 険 料　①　第１号被保険者

合計所得金額については，地方税法に規定される合計所得金額から租税特別措置法に規
定される長期譲渡所得又は短期譲渡所得に係る特別控除額を控除した額となります。

　　　　　　②　第２号被保険者
　　　　　　　　加入している医療保険ごとに定められた算定方法による。

地域支援事業

　要支援者等を対象に，自立支援と介護予防を推進する，介護予防・日常生活支援総合
事業を実施するとともに，地域の高齢者に対する総合相談支援・権利擁護等を行う包括
的支援事業，さらには地域の実情に応じた必要な支援等を行う任意事業を実施する。

所得段階 対　　象　　者 令和４年度保険料（年額）

第 １ 段 階

本人が生活保護受給者，中国残留邦人等支援給付
受給者の人
世帯全員が市町村民税非課税で，老齢福祉年金受
給者又は本人の課税年金収入額と合計所得金額の
合計から年金収入に係る所得を控除した額が80万
円以下の人

基準額×0．301 22，600円

第 ２ 段 階
世帯全員が市町村民税非課税で，本人の課税年金
収入額と合計所得金額の合計から年金収入に係る
所得を控除した額が120万円以下で，第１段階対象
者以外の人

基準額×0．5 37，500円

第 ３ 段 階 世帯全員が市町村民税非課税で，第1段階及び第２
段階の対象者以外の人 基準額×0．7 52，500円

第 ４ 段 階
世帯内に市町村民税課税の人がいるが，本人は市
町村民税非課税で，課税年金収入額と合計所得金
額の合計から年金収入に係る所得を控除した額が
80万円以下の人

基準額×0．9 67，500円

第 ５ 段 階 世帯内に市町村民税課税の人がいるが，本人は市
町村民税非課税で，第４段階対象者以外の人 基準額 74，900円

第 ６ 段 階 本人が市町村民税課税で，
合計所得金額が125万円未満の人 基準額×1．25 93，700円

第 ７ 段 階 本人が市町村民税課税で，
合計所得金額が125万円以上210万円未満の人 基準額×1．3 97，400円

第 ８ 段 階 本人が市町村民税課税で，
合計所得金額が210万円以上320万円未満の人 基準額×1．5 112，400円

第 ９ 段 階 本人が市町村民税課税で，
合計所得金額が320万円以上400万円未満の人 基準額×1．7 127，400円

第 10 段 階 本人が市町村民税課税で，
合計所得金額が400万円以上600万円未満の人 基準額×1．85 138，600円

第 11 段 階 本人が市町村民税課税で，
合計所得金額が600万円以上800万円未満の人 基準額×2．0 149，800円

第 12 段 階 本人が市町村民税課税で，
合計所得金額が800万円以上1，000万円未満の人 基準額×2．1 157，300円

第 13 段 階 本人が市町村民税課税で，
合計所得金額が1，000万円以上の人 基準額×2．2 164，800円
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（ア）介護予防・日常生活支援総合事業

（イ）包括的支援事業

事業の種類 事　　業　　の　　内　　容 令和４年度予算額 所管課

介護予防・生活支援
サービス事業（訪問型・
通所型サービス他）

要支援者等を対象に多様なニーズに対応したサービ
スを提供し，高齢者の自立支援と介護予防を推進する。 1，585，498（千円） 長寿あんしん課

保健予防課

短期集中運動型サービ
ス検討事業

要支援者等の自立支援及び重度化防止を目的とする
リハビリテーション提供体制の充実や社会参加の促
進を図るため，短期集中運動型サービスの検討を行
う。

3，707（千円） 長寿あんしん課

介護予防把握事業
アンケート調査により，閉じこもり等の何らかの支
援を要する高齢者を把握するとともに介護予防活動
への参加を促進する。

15，535（千円） 長寿あんしん課

シニア世代のヘルスプ
ロモーション事業

生活習慣病予防や介護予防のための健康教育や個別
の相談を実施する。 7，216（千円） 保健予防課

高齢者のしおり作成事
業

介護予防についての知識，保健福祉サービスに関す
る施策及び介護予防のポイントなどを掲載した冊子
を作成する。（隔年作成）

0（千円） 長寿支援課

お達者クラブ運営支援
事業

高齢者を対象に，体操や創作活動を通して心身機能
の維持，回復をはかる。また，高齢者の介護予防と
共助の心が育つ地域づくりを推進する。

25，589（千円） 保健予防課

健康づくり推進員支援
事業

お達者クラブの運営を行うボランティアの健康づく
り推進員の養成及び健康づくり推進員協議会の支援
を行う。

3，008（千円） 保健予防課

高齢者料理教室支援事
業

食生活改善推進員の実施する高齢者料理教室を支援
することにより，対象者が低栄養状態に陥ることの
予防と栄養状態の改善を図る。

1，617（千円） 保健予防課

心をつなぐともしびグ
ループ活動推進事業

地域において，声かけ活動等を行うボランティアグ
ループを「ともしびグループ」として登録し，地域
で支えあう地域福祉を推進する。

843（千円） 長寿支援課

高齢者いきいきポイン
ト推進事業

高齢者が行う市社会福祉協議会で募集，管理するボ
ランティア活動等や健康診査の受診に対して換金等
が可能なポイントを付与することで，高齢者の生き
がいづくりや介護予防を推進する。

7，274（千円） 長寿あんしん課

よかよか元気クラブ
活動支援事業

地域で介護予防の取組が推進できるよう，よかよか
元気クラブ（住民主体の通いの場）の拡大に向けた
普及啓発，継続のための支援，介護予防に資する地
域組織活動の育成及び支援等を行う。

1，901（千円） 保健予防課

地域リハビリテーショ
ン活動支援事業

リハビリテーション専門職が，よかよか元気クラブ
（住民主体の通いの場）等における集団及び個別指
導を実施する等，介護予防の取組を総合的に支援す
る。

9，321（千円） 保健予防課

一般介護予防（口腔・栄
養・運動）複合教室事業

高齢期の疾病予防・介護予防等を推進するため，口
腔機能向上，栄養改善，運動器機能向上を目的とし
た複合型教室を実施する。

636（千円） 保健予防課

事業の種類 事　　業　　の　　内　　容 令和４年度予算額 所管課

地域包括支援センター
運営事業

高齢者の介護予防及び自立支援のため，地域包括支
援センターにおいて，保健師，社会福祉士，主任ケ
アマネジャーの３専門職が総合相談支援等の業務を
行う。

665，134（千円） 長寿あんしん課
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（ウ）任意事業

　予　算　額　　令和４年度　56，632，600千円（特別会計）
柑　低所得者対策

　①　訪問介護等利用者負担助成事業
　　・障害者利用者支援措置（県の補助事業　平成12年４月から実施）
　　 　障害者施策によるホームヘルプサービスを境界層該当として負担額のなかった

　者が，介護保険の訪問介護等を利用した場合，利用者負担額を全額免除する。

事業の種類 事　　業　　の　　内　　容 令和４年度予算額 所管課

介護給付適正化事業
利用者に適切なサービスを提供できる環境整備を図
るために，①ケアプランチェック，②給付実績の通
知，③講演会の開催等を行う。

9，588（千円） 介護保険課

家族介護講習会等開催
事業

介護を行っている者を対象に，家族介護講習会や家
族介護交流会を実施する。 1，478（千円） 長寿支援課

家族介護慰労金支給事
業

家族介護を継続して支援するため，介護慰労金を支
給する。 1，200（千円） 長寿支援課

高齢者見守り支援事業
在宅の認知症高齢者やその疑いのある人が，行方不
明になるのを防ぐために，位置情報サービス等を利
用する家族に対して，加入経費の一部を助成する。

10（千円） 認知症支援室

成年後見制度利用支援
事業

身寄りのない認知症高齢者等のため，審判の申立て
のほか，後見人等報酬の助成を行う。 16，182（千円） 認知症支援室

住宅改修支援事業 住宅改修費の申請書に添付する理由書の作成業務に
ついて支援を行う。 400（千円） 介護保険課

高齢者住宅生活援助員
派遣事業

市営住宅及び県営住宅のシルバーハウジングに，社
会福祉法人から生活援助員を派遣し，入居者の在宅
生活を支援する。

14，297（千円） 長寿支援課

介護サービス相談員派
遣事業

介護サービス相談員が介護サービスの提供の場を訪
問し，サービス利用者，家族等の話を聞き，利用者
等の疑問や不満，不安等の解消を図り，介護サービ
スの質的な向上を図る。

4，254（千円） 介護保険課

認知症オレンジサポー
ター養成事業

認知症の人や家族を支援するため，認知症サポー
ター及び認知症等見守りメイトを養成するととも
に，認知症介護教室を実施する。

3，150（千円） 認知症支援室

認知症あんしんサポー
ト事業

認知症などにより行方不明となった高齢者等の早期
発見のため，市 LINE 公式アカウントを活用して，
情報を配信する。

135（千円） 認知症支援室

認知症施策推進事業
認知症の人が住み慣れた地域で生活を継続すること
ができるよう，国の「認知症施策推進大綱」に基づ
く各種取組を実施する。

18，638（千円） 認知症支援室

生活支援体制整備事業
生活支援コーディネーターを地域包括支援センター
に配置し，介護予防・生活支援サービス事業者協議
会等を開催する。

22，034（千円） 長寿あんしん課

認知症初期集中支援推
進事業

認知症の人が住み慣れた地域で生活を継続すること
ができるよう，認知症の人やその家族に早期に関わ
る「認知症初期集中支援チーム」を地域包括支援セ
ンターに配置し，早期診断・対応に向けた支援を行
う。

5，669（千円） 認知症支援室

在宅医療と介護の連携
推進事業

地域包括ケアシステムを構築するため，在宅医療・
介護の連携推進協議会を開催するなど，本市におけ
る在宅での医療と介護の連携を推進する。

10，692（千円） 長寿あんしん課
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　　・訪問介護等利用者負担助成（市単独事業　平成13年４月から実施）
　　 　国の経過措置対象者として認定されていた者，市の経過措置対象者として認定

されていた者及び65歳到達前に市の障害福祉サービスを利用していた者等が介護
保険の訪問介護等を利用した場合，利用者負担額を助成する。

　予　算　額　　令和４年度　4，532千円
　②　低所得者利用者負担助成事業
　　・社会福祉法人等による軽減に対する補助

（県の補助事業　平成24年４月から実施）
　　 　社会福祉法人等が市の認定した低所得者に対して訪問介護，通所介護，（介護

予防）短期入所生活介護，定期巡回・随時対応型訪問介護看護，夜間対応型訪問
介護，地域密着型通所介護，（介護予防）認知症対応型通所介護，（介護予防）小
規模多機能型居宅介護，地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護，看護小規
模多機能型居宅介護，介護福祉施設サービス，第一号訪問事業のうち介護予防訪
問介護に相当する事業及び第一号通所事業のうち介護予防通所介護に相当する事
業の利用者負担額を軽減した場合，その社会福祉法人等に対して補助を行う。

　対　象　者　 　市町村民税非課税世帯であり，年間収入が単身世帯で150万円以下で
ある者等，一定の要件を満たす生活が困難である者

　　・訪問サービス等利用者負担助成（市単独事業　平成15年７月から実施）
　　 　市の認定した低所得者が，訪問入浴介護，訪問看護，訪問リハビリテーショ

ン，居宅療養管理指導，通所リハビリテーション，短期入所療養介護及び福祉用
具貸与のサービス（以上，介護予防を含む。）を利用した場合，利用者負担額を
助成する。

　対　象　者　 　市町村民税非課税世帯であり，年間収入が単身世帯で150万円以下で
ある者等，一定の要件を満たす生活が困難である者（生活保護受給者を
除く）

　　・中山間地域等における利用者負担額軽減に対する補助
 （県の補助事業　平成21年４月から実施）
　　 　中山間地域等の小規模事業所加算対象事業所（社会福祉法人等）が，市の認定

した低所得者に対して，訪問介護サービスの利用者負担額を軽減した場合，その
社会福祉法人等に対して補助を行う。

　対 象 者　　市町村民税非課税者（生活保護受給者を除く）
　予 算 額　　令和４年度　6，496千円
　③　介護保険料低所得者対策事業（市単独事業　平成15年４月から実施）
　事業内容　 　生計困難者に対し，申請により介護保険料を第１段階相当額に減額する。
　対 象 者　 　介護保険料の所得段階が第２段階から第５段階に該当する者で生活保

護基準以下の者
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桓　鹿児島市介護保険事業計画
　「鹿児島市介護保険事業計画」は，本市の介護保険事業に係る保険給付の円滑な実
施に関する計画であり，令和３年２月に令和３年度から令和５年度までの第８期計画
を策定した。また，「高齢者保健福祉計画」と共通する事項が多く，調和を保つ必要
があることから，「鹿児島市高齢者保健福祉・介護保険事業計画」として一体的に策
定している。
棺　介護施設ボランティアポイント事業（一部県補助事業　令和４年４月から実施）
　目　　的　　市民の介護分野への関心や地域全体で高齢者を支える意識を高める。
　事業内容　　介護保険施設等でのボランティア活動に対し，換金等が可能なポイン
　　　　　　トを付与する。
　　　　　　　活動１時間につき１ポイント（１回上限２ポイント）
　　　　　　　１ポイント100円で，年間上限5，000円まで換金等が可能
　対 象 者　　本市に居住する者
　予 算 額　　令和４年度　1，156千円

４　高齢者福祉
敢　敬老パス交付事業（市単独事業　昭和42年９月から実施）
　目　　的　 　高齢者に敬老の意を表するとともに，生きがいに満ちた日々を過ごし

ていただくよう，本市域内の市電・バス，桜島フェリー及び「あいば
す」の全区間を正規運賃の３分の１（10円未満切り捨て）の自己負担で
利用できる敬老パスを交付する。

　対 象 者　　本市に居住し，住民登録を有する70歳以上の者
　交付実績　　令和３年度　107，831人
　予 算 額　　令和４年度　378，824千円
柑　敬老祝事業（市単独事業　平成29年度に見直し）
　目　　的　 　永年にわたり，社会に貢献してきた高齢者を祝福し，敬老の意を表す

るとともに，さらなる長寿を祈念して祝金等を支給する。
　敬老祝金対象者　　　 　９月30日現在において満88歳であって，９月１日現在にお

いて本市に居住し，住民登録を有する者。
　　　　　　　　　　　 　満100歳の誕生日に本市に居住し，１年以上住民登録を有する者。
　長寿者祝金対象者　　 　９月１日現在において，本市に居住し，１年以上住民登録

を有する者で，満100歳を超える男性及び女性それぞれの最
高齢者。

　支給状況　　令和３年度　88歳　3，223人　100歳及び男女最高齢者　243人
　支 給 額　　88歳　20千円　　100歳　50千円
　　　　　　　男女最高齢者　100千円
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　予 算 額　　令和４年度　87，151千円
桓　高齢者福祉バス運行事業（市単独事業　昭和60年８月から実施）
　目　　的　　高齢者の教養の向上及び健康増進のため高齢者福祉バスを運行する。
　対 象 者　 　単位高齢者クラブ及び60歳以上の高齢者20人以上（定員45人の場合）ま

たは10人以上（定員27人または24人の場合）を含む団体
　　　　　　　（定員45人：１台　定員27人：１台　定員24人：１台）
　利 用 料　　無料
　実　　績　　令和３年度　運行回数　318回　利用人員　4，965人
　予 算 額　　令和４年度　20，665千円
棺　愛のふれあい会食事業（市単独事業　平成３年度から実施）
　目　　的　 　高齢者とボランティアとの会食を通じ，孤独感の解消，生きがいづく

りの促進を図る。
　対 象 者　　65歳以上の家に閉じこもりがちな高齢者等
　実　　績　　令和３年度　381団体　58，213食
　利 用 料　　１食200円
　予 算 額　 　令和４年度　48，875千円
款　すこやか長寿まつり開催事業（市単独事業　平成24年度から実施）
　目　　的　 　高齢者の社会参加や生きがいづくり・健康づくりを促進するスポー

ツ・文化のイベントとして「すこやか長寿まつり」を開催する。
　実施事業　○ねんりんステージ　　 （高齢者の演奏・舞踊の発表会や，著名人を招

いた催し）
　　　　　　○グラウンド・ゴルフ大会
　　　　　　○ソフトテニス大会
　　　　　　○高齢者作品展
　予 算 額　　令和４年度　4，279千円
歓　福祉読本作成事業（市単独事業　昭和63年度から実施）
　目　　的　 　21世紀を支える世代となる小学校児童に，高齢者及び障害者のおかれ

た状況・課題等について正しい理解と認識を深めてもらう。
　作成部数　　令和３年度　小学校高学年用　6，350部
　予 算 額　　令和４年度　821千円
汗　老人クラブ補助金交付事業（国の補助事業　昭和37年度から実施）
　目　　的　 　高齢者クラブの健全な育成を図るとともに，老後の生活を明るく豊か

なものにするため，単位高齢者クラブ及び市高齢者クラブ連合会に対
し，助成を行う。

　結成状況　　令和３年度　315の高齢者クラブ（会員　15，934人）
　運営補助　　１クラブあたり年額（会員数別）
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　　　　　　　　50人未満のクラブ　　　56，400円
　　　　　　　　50人から99人のクラブ　66，000円
　　　　　　　　100人以上のクラブ　　 78，000円
　予 算 額　　令和４年度　20，170千円（単位高齢者クラブ運営補助）
　　　　　　　　　　　　　10，532千円（市高齢者クラブ連合会補助）
漢�　高齢者健康づくり・生きがいづくり活動支援事業（市単独事業　老人クラブ補助

金交付事業から分離し平成18年度から新規として実施）
　目　　的　 　高齢者の健康づくり活動及び生きがいづくり活動をしている高齢者ク

ラブ等に対し，助成を行う。
　対 象 者　・高齢者クラブ（会員20人以上または会員の１／２以上の参加）
　　　　　　・ 構成員の２／３以上が60歳以上の団体で60歳以上の者が20人以上参加

する場合
　助 成 額　　１活動につき30，000円以内（交付対象活動は１年に１活動を限度）
　実　　績　　令和３年度　４団体
　予 算 額　　令和４年度　270千円
澗　高齢者ゲートボール場等管理事業（市単独事業　平成15年度に３事業統合）
　目　　的　 　高齢者の健康保持と仲間づくり，地域社会での連帯意識の高揚を図る

ために設置しているゲートボール場，レジャー農園，グラウンド・ゴル
フ場を管理する。

　設置基準　・設置場所は地理的・地形的に安全な土地であること。
　　　　　　・５年以上無償で使用できること。
　　　　　　・ ゲートボール場おおむね374㎡以上，グラウンド・ゴルフ場おおむね

2，400㎡以上，レジャー農園おおむね165㎡以上。
　設置場所　・ゲートボール場
　　　　　　　市有地４カ所，民有地11カ所，計15カ所
　　　　　　・グラウンド・ゴルフ場
　　　　　　　国有地１カ所，市有地１カ所，民有地８カ所，計10カ所
　　　　　　・レジャー農園
　　　　　　　市有地６カ所，民有地５カ所，計11カ所
　予 算 額　　令和４年度　1，464千円
潅　すこやか入浴事業（市単独事業　平成６年度から実施）
　目　　的　 　高齢者に敬老の意を表するとともに，健康増進と生きがいづくりの促

進のため，鹿児島市域の公衆浴場等を100円の自己負担で利用できるす
こやか入浴機能付きの敬老パスを交付する。

　対 象 者　　本市に居住し，住民登録を有する70歳以上の者
　利用回数　　１人年30回以内
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　利用実績　　512，652回（延回数）
　交付実績　　令和３年度　115，491人
　予 算 額　　令和４年度　155，146千円
環　高齢者すこやか温泉講座開催事業（市単独事業　令和元年度から実施）
　目　　的　 　市内の公衆浴場において，温泉に関する講座及び健康講座を開催する

とともに，入浴の機会を提供し，温泉がもたらす健康の効果を実感して
もらうことにより，高齢者の外出を促し，生きがいづくり・健康づくり
の促進を図る。

　予 算 額　　令和４年度　837千円
甘　地域ふれあい交流助成事業（市単独事業　平成10年度から実施）
　目　　的　 　高齢者の生きがいづくりを促進し，小中学生及び園児の高齢社会への

理解を促すため，地域における高齢者（65歳以上の方）と小中学生及び
幼稚園等において園児との交流を深める事業を実施する団体（町内会，
高齢者クラブ，あいご会等）に対して事業に要する費用の助成を行う。

　事業内容　 　最初に交付を受けた年度から３か年度までは１事業５万円を，４か年
度以降は１事業３万円を限度額として補助。（同一事業は３回まで）

　実　　績　　令和３年度　35事業
　予 算 額　　令和４年度　4，080千円
監　高齢者福祉センター等管理運営事業（市単独事業　平成７年度から実施）
　目　　的　 　高齢者相互のふれあいと交流を図り，生きがいと健康づくりを支援す

る高齢者福祉センター等のうち，高齢者福祉センターの管理を指定管理
者として社会福祉法人鹿児島市社会福祉協議会に，喜入老人憩の家の管
理を株式会社南和産業に，すこやかランド石坂の里の管理を公益社団法
人鹿児島市シルバー人材センターに行わせる。

名　　　　称 開館時間 休館日
鹿児島市高齢者福祉センター与次郎

午前９時から午後５時

⑴月曜日

⑵祝日

⑶ 12月29日から
　 翌年の１月３
　日まで

鹿児島市高齢者福祉センター谷山
鹿児島市高齢者福祉センター吉野
鹿児島市高齢者福祉センター桜島
鹿児島市高齢者福祉センター郡山
鹿児島市高齢者福祉センター伊敷
鹿児島市喜入老人憩の家
鹿児島市すこやかランド石坂の里
鹿児島市高齢者福祉センター東桜島 午前10時から午後８時
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　　○使 用 料　　無料（ただし浴室は１人１回につき100円）
　　○利用対象者　 本市に居住する65歳以上の者（ただし，東桜島は60歳以上の者）

本市の高齢者クラブ等
　　　　　　　　　 高齢者福祉センター東桜島，桜島，郡山，喜入老人憩の家，すこ

やかランド石坂の里は，市内の高齢者以外の団体の利用を認め
る。（浴室は除く）

　所 在 地
　　　　　　・高齢者福祉センター与次郎　　・高齢者福祉センター谷山
　　　　　　　　　与次郎一丁目10番６号　　　　　西谷山一丁目１番７号
　　　　　　・高齢者福祉センター吉野　　　・高齢者福祉センター桜島
　　　　　　　　　吉野町3275番地３　　　　　　　桜島横山町1722番地17
　　　　　　・高齢者福祉センター郡山　　　・高齢者福祉センター伊敷
　　　　　　　　　郡山町176番地　　　　　　　　 下伊敷一丁目10番３号
　　　　　　・喜入老人憩の家　　　　　　　・すこやかランド石坂の里
　　　　　　　　　喜入中名町1000番地22　　　　　石谷町1317番地
　　　　　　・高齢者福祉センター東桜島
　　　　　　　　　東桜島町720番地
　予 算 額　　令和４年度　357，607千円
看　高齢者生きがい支援広報強化事業（市単独事業　令和２年度から実施）
　目　　的　 　高齢者の生きがい支援施策を集約したパンフレットを作成し，各施策

のさらなる利用促進を図る。（隔年作成）
　予 算 額　　令和４年度　1，365千円
竿　高齢者福祉相談員設置事業（市単独事業　昭和47年度から実施）
　目　　的　 　ひとり暮らし高齢者等安心通報システム利用者等に対する電話による

健康状態の確認や各種相談業務等を行い，高齢者の福祉の増進を図る。
　相 談 員　　２人
　実　　績　　令和３年度相談件数　23，143件
　予 算 額　　令和４年度　5，672千円
管　高齢者福祉電話設置事業（市単独事業　昭和51年１月から実施）
　目　　的　 　ひとり暮らしの高齢者等に対し福祉電話を設置し，孤独感を和らげる

とともに安否確認を行い，生命の安全を図る。
　対 象 者　 　おおむね65歳以上のひとり暮らし高齢者等で，生命の安全の確保が懸

念され，定期的な安否確認が必要な者　※住民税非課税世帯であり，現
に電話が設置されていない世帯

　設置状況　　令和３年度末　稼働台数　68台
　予 算 額　　令和４年度　1，799千円
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簡　虚弱高齢者等福祉用具給付事業（市単独事業　平成12年度から実施）
　目　　的　 　虚弱なひとり暮らしの高齢者等に対して，寝たきり予防等を図るため

介護保険給付対象外の福祉用具を給付する。
　給付品目　　・手押し車　・電磁調理器　・吸引器
　対 象 者　　65歳以上の虚弱なひとり暮らし高齢者等
　　　　　　　⑴　手押し車は，下肢の不自由な者
　　　　　　　⑵　電磁調理器は，初期の認知症などにより，防火等の配慮が必要な者
　　　　　　　⑶　吸引器は，要介護３以上で必要と認められる者
　費用負担　　生計中心者の前年所得税額に応じた負担（無料～５割）
　実　　績　　令和３年度　手押し車  585台　　電磁調理器  40台　吸引器  79台
　予 算 額　　令和４年度　7，829千円
緩　寝たきり高齢者等寝具洗濯サービス事業（市単独事業　昭和52年度から実施）
　目　　的　　寝たきり高齢者等の保健衛生の向上及び福祉の増進を図る。
　対 象 者　　在宅の65歳以上，要介護認定において要介護３以上と判定された者
　実施回数　　１人年間３回以内（申請時期により異なる）
　実　　績　　令和３年度　延 703人
　予 算 額　　令和４年度　2，537千円
缶　寝たきり高齢者等理髪・美容サービス事業（市単独事業　平成６年度から実施）
　目　　的　 　寝たきり高齢者等の保健衛生の向上及び福祉の増進を図る。
　対 象 者　　在宅の65歳以上，要介護認定において要介護３以上と判定された者
　実施回数　　１人年間３回以内（申請時期により異なる）
　実　　績　　令和３年度　延 1，740人
　予 算 額　　令和４年度　6，444千円
翰　紙おむつ等助成事業（市単独事業　平成12年度から実施）
　目　　的　 　紙おむつ等を使用している高齢者に対し，現物支給又は費用の一部を

助成することにより，高齢者の福祉及び衛生の向上を図るとともに，経
済的負担の軽減を図る。

　対 象 者　 　在宅又は病院で紙おむつ等を使用している65歳以上の高齢者で住民税
非課税世帯の者（介護保険施設利用者，生活保護受給者は除く）

　助成内容　＜在宅＞○要介護４・５の者
　　　　　　　　　　　年額10万円相当の紙おむつ等支給
　　　　　　　　　　○その他の者
　　　　　　　　　　　年額５万円相当の紙おむつ等支給
　　　　　　＜入院＞　月額４千円を限度とする現金助成
　実　　績　　令和３年度　決定者数 11，818人（現物支給：8，776人，現金支給：3，042人）
　予 算 額　　令和４年度　429，081千円
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肝　寝たきり高齢者等訪問歯科診療推進補助事業（市単独事業　平成８年度から実施）
　目　　的　 　歯科診療が必要な寝たきりの高齢者等の歯科診療を推進するため，市

歯科医師会が訪問診療を行うのに必要な機材購入費及び運営費等に補助
を行う。

　実　　績　　令和３年度　申込み件数199件　訪問回数848回
　予 算 額　　令和４年度　2，381千円
艦　老人介護手当支給事業（市単独事業　昭和61年度から実施）
　目　　的　 　在宅の寝たきり高齢者又は重度認知症高齢者を介護する者に介護手当

を支給し，介護者の労をねぎらうとともに，寝たきり高齢者等の福祉の
増進を図る。

　対 象 者　 　本市に１年以上住所を有する者で，寝たきり高齢者又は重度認知症高
齢者を現に扶養し，同居又はこれに準ずる状態で６か月以上介護してい
る者

　　　　　　①　寝たきり高齢者　 　65歳以上の者で，在宅において６か月以上常時
他の者の介護を必要とする者（要介護認定におい
て要介護３以上）

　　　　　　②　重度認知症高齢者 　65歳以上の者で，認知症状により在宅において
６か月以上常時他の者の介護を必要とする者（要
介護認定において要介護３以上）

　　　　　　 　①・②ともに本市に１年以上住所を有する者であること及び在宅でな
い期間が31日を超えないこと。

　資格認定日　毎年度８月１日及び２月１日
　手当の額　　１人年額　90，000円
　　　　　　　　　　　　45，000円（国の特別障害者手当又は経過的福祉手当の受給者）
　実　　績　　令和３年度　寝たきり高齢者等1，755人
　　　　　　　　　　　　　国の手当受給者　　132人
　予 算 額　　令和４年度　162，690千円
莞�　ひとり暮らし高齢者等安心通報システム設置事業（市単独事業　平成25年度から

実施）
　目　　的　 　ひとり暮らし高齢者等の世帯で，急病などの緊急時にボタンを押した

ときや見守りセンサーが異常を感知したときに，警備員が駆けつける通
報システムを設置する。

　対 象 者　① 　65歳以上のひとり暮らし高齢者又は高齢者のみの世帯で，世帯全員
が病弱なため，日常生活を営むうえで常時注意を要する世帯

　　　　　　② 　65歳以上の高齢者のみの世帯で，同居する１人が重度の要介護状態
にある世帯
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　　　　　　③　80歳以上のひとり暮らし高齢者世帯
　実　　績　　令和３年度末　稼動台数　1，463台
　予 算 額　　令和４年度　77，078千円
観　心をつなぐ訪問給食事業（市単独事業　平成５年度から実施）
　目　　的　 　ひとり暮らしの高齢者等に計画的に配食を提供し安否確認を行うこと

により，高齢者の健康で自立した生活の支援及び孤独感の解消を図ると
ともに，配食に従事する者とのふれあいを通じて，自立意欲を促進する。

　対 象 者　 　定期的に安否確認を必要とする65歳以上のひとり暮らしの高齢者で，食
生活の手助けを必要とする者。（高齢者のみの世帯で，世帯全員が要支
援以上の世帯などを含む）

　配食回数　　要支援２以上　　昼食　週６回以内
　　　　　　　　　　　　　　　夕食　週６回（昼食を６回受ける者等）　　　　　
　　　　　　　要支援１以下　　昼食　週３回以内
　利 用 料　 　昼・夕食とも１食　400円（ 住民税非課税世帯に属する者及び生活保

護受給者は１食200円）
　実　　績　　令和３年度　利用者 2，131人　延 413，606食
　予 算 額　　令和４年度　251，181千円
諌　高齢者住宅改造費助成事業（市単独事業　平成９年度から実施）
　目　　的　 　在宅の高齢者がいる世帯に対し，住宅改造に必要な経費を助成し，高

齢者の自立促進，寝たきり防止及び介護者の負担軽減を図る。
　助成条件　①　対 象 者　 　要介護認定で要支援以上と認定された者又はその同居

者で，同居者全員の前年課税所得の合計額が330万円以下
であり，納付すべき市税の滞納がない世帯

　　　　　　②　対象工事　 　既存の居室，浴室，台所，廊下等の設備構造等を高齢
者等に適応するように改造するための工事（※新築・増
築は対象外）

　　　　　　③　助 成 額　 　100万円と対象経費のいずれか低い金額に３分の２を
乗じた額（限度額　66万６千円）

　実　　績　　令和３年度　94件
　予 算 額　　令和４年度　47，712千円
貫　成年後見制度利用促進事業（市単独事業　（１部国補助あり）平成30年度から実施）
　目　　的　 　認知症や知的・精神障害などにより成年後見人等による支援が必要な

方を適切に成年後見制度の利用につなげるため，成年後見センターを設
置・運営し，制度の利用促進を図る。

　予 算 額　　令和４年度　31，898千円
還　高齢者短期入所事業（市単独事業　平成12年度から実施）
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　目　　的　 　被虐待高齢者や認知症等による徘徊高齢者等を一時的に養護老人ホー
ム等に入所させて保護する。

　対 象 者　 　本市に住所を有し，要介護認定又は要支援認定を受けていない概ね65
歳以上の者で，虐待を受け又は受けている疑いのある者で養護者と分離
する必要がある者　等

　利用期間　　原則７日以内
　費用負担　　施設利用料，食費，その他実費
　予 算 額　　令和４年度　206千円
鑑　高齢者虐待防止ネットワーク推進事業（市単独事業　平成20年度から実施）
　目　　的　 　地域包括支援センター，民生委員等の関係機関で構成する高齢者虐待

防止ネットワーク協議会を中心に，高齢者虐待の防止や早期発見に努
め，高齢者や養護者への支援を行うとともに，関係機関の連携体制の強
化を図る。

　事業内容　①　高齢者虐待防止ネットワーク協議会の運営
　　　　　　②　高齢者虐待対応
　　　　　　③　高齢者虐待対応研修会の開催
　予 算 額　　令和４年度　266千円
間　軽費老人ホーム谷山荘（Ｂ型）（市単独事業　昭和51年度から実施）
　目　　的　 　低額な料金で高齢者に居室を提供し，併せて日常生活上必要な便宜を

供与する。
　対 象 者　①　本市に住所がある60歳以上の者
　　　　　　② 　家庭環境，住宅事情等の理由により，居宅において生活することが

困難な者
　　　　　　③　自炊ができる程度以上の健康状態にある者
　　　　　　④　収入が使用料の3．5倍以上ある者
　　　　　　⑤　所得税を課せられていない者
　　　　　　※ 　利用許可を受けた者とともに利用しようとする配偶者，三親等内の

親族その他特別な事情によりホームを利用させることが必要と認めら
れる者については①，④に該当しなくても利用できる。

　使 用 料　　１人用居室　月額　11，000円　　２人用居室　月額　15，400円
　指定管理者　社会福祉法人　鹿児島市社会事業協会

　予 算 額　　令和４年度　42，906千円

名　　　称 所　在　地 定　員 職員数 敷地面積 建物面積 設立年月日

鹿 児 島 市 軽 費
老 人 ホ ー ム 谷 山 荘

谷山中央１丁目
5027－３ 38人 ３人 1，830㎡ 1，510㎡ 昭51．５．１
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閑　軽費老人ホーム（ケアハウス）事務費補助事業（市単独事業　平成８年度から実施）
　目　　的　 　軽費老人ホームの運営費に係る事務費について補助を行い，家庭環境，

住宅事情等の理由により居宅において生活することが困難な高齢者の入
居を促進する。

　補助内容　 　事務費基準額から，入所者が収入に応じて負担する額を差し引いた額
について補助する。

　予 算 額　　令和４年度　341，742千円
関　老人福祉施設協議会補助金交付事業（市単独事業　平成５年度から実施）※令和
　４年度休止事業
　目　　的　 　施設職員の資質の向上等を図るとともに，老人福祉施設の基盤強化を

図るため，鹿児島市老人福祉施設協議会に補助金を交付する。
　対象事業　　会議，研修会等
　予 算 額　　令和４年度　０千円
陥　高齢者福祉施設管理基金の設置（平成５年度から積立）
　目　　的　 　本市の高齢者福祉施設の管理運営に要する経費に充てることを目的と

して「高齢者福祉施設管理基金」を設置し，高齢者福祉の増進を図る。
　事業概要　 　基金運用から生じる利息を高齢者福祉センターの管理運営経費の財源と

して充当する。
　基金総額　　令和３年度末　5，124，523千円
韓　養護老人ホームへの入所措置（国の制度　昭和25年度から実施）
　目　　的　 　原則65歳以上の者で環境上の理由等により居宅において養護を受ける

ことが困難な者を養護老人ホームに入所させることにより，心身の健康
保持及び生活の安定を図る。

　対 象 者　 　原則65歳以上の者で環境上及び経済的理由により居宅において養護を
受けることが困難な者

　入所施設　　市内施設　　３施設　　定員170人
　予 算 額　　令和４年度　257，234千円
館　後期高齢者医療制度（国の制度　平成20年度制度開始）
　対 象 者　　75歳以上の者及び65歳から74歳で一定の障害のある者
　医療費の自己負担　１割（但し，現役並みの所得者は３割）

※令和４年10月から，自己負担割合１割の中で一定以上の所得
者は２割

　保 険 料　　鹿児島県後期高齢者医療広域連合で決定し，保険料率は県内一律。
　　　　　　　保険料（年額）＝均等割額（56，900円）＋所得割額｛（総所得金額等－
　　　　　　　　　　　　　　基礎控除額）×所得割率（10．88％）｝
　　　　　　　所得に応じて，均等割額の軽減措置がある。
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　保険料の納め方 　特別徴収（年金から控除）と普通徴収（金融機関の窓口等での納
付又は口座振替，納期は７月から翌年３月までの９期）

　保健事業　　後期高齢者医療制度の被保険者を対象とした長寿健診の実施
　そ　の　他　 　後期高齢者医療制度の被保険者を対象に，本市独自の事業としては

り・きゅう施設利用補助（施術１回につき1，100円，年60回以内），人間
ドック及び脳ドックの利用補助を行う。

　予 算 額　　令和４年度　9，204，500千円（特別会計）
舘　鹿児島市高齢者保健福祉計画
　「鹿児島市高齢者保健福祉計画」は，老人居宅生活支援事業及び老人福祉施設によ
る事業の供給体制の確保に関する計画であり，令和３年２月に令和３年度から令和５
年度までの計画を策定した。また，「介護保険事業計画」と共通する事項が多く，調
和を保つ必要があることから，「鹿児島市高齢者保健福祉・介護保険事業計画」とし
て一体的に策定している。
丸　鹿児島市立喜入園（養護老人ホーム）
　目　　的　 　環境上の理由及び経済的理由により居宅において養護を受けることが

困難な者で，実施機関より措置又は委託された者を入所させ養護する。
　入所対象者 　原則65歳以上の者で環境上の理由等により居宅において養護を受ける

ことが困難な者

含　吉田福祉センター管理運営事業（市単独事業　平成16年11月から実施）
※旧吉田町単独事業　平成10年度から実施　

　目　　的　 　地域住民の福祉の増進及び福祉意識の高揚を図るため，吉田福祉セン
ターの管理を18年４月から指定管理者として社会福祉法人鹿児島市社会
福祉協議会に行わせる。

　　○開館時間　　午前９時～午後５時
　　○休　館　日　　月曜日，祝日，12月29日から翌年の１月３日まで
　所 在 地　　本城町1687番地２
　予 算 額　　令和４年度　19，390千円
岸　高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業（令和３年度から実施）
　目　　的　 　高齢者の心身の多様な課題に対応し，きめ細かな支援を実施するた

め，医療・介護・健診データ分析により，地域の健康課題の把握及び支
援対象者の抽出を行うとともに事業全体の企画・調整などを行う。

区　分

施設名
所 在 地 敷 地 面 積 建 物 面 積 定 員

令和３年度
月 平 均
入 所 者 数

令和４年度

予 算 額
職 員 数

養護老人ホーム 喜入町
8 4 6 2 7，973㎡ 2，477㎡

人
50 33．5人

千円
146，241

10（2）
（再任用）

人
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　事業内容　①事業の企画・調整等
　　　　　　②ＫＤＢ等を活用した地域の健康課題の分析・対象者の把握
　　　　　　③医療関係団体等との連絡調整
　予算額　　令和４年度　1，960千円
巌　介護老人福祉施設等整備費補助事業（平成８年度から実施）
　目　　的　 　計画的かつ質の高い施設の整備を推進し，施設入所者等の福祉の向上

を図るため，特別養護老人ホーム等の老人福祉施設を設置する社会福祉
法人等に対し，施設整備費の一部を補助する。

　予 算 額　　令和４年度　0千円

５　障害者福祉
敢　身体障害者手帳の交付状況 （令和４．４．１現在）

柑　友愛パス交付事業（市単独事業　昭和46年度から実施）
　目　　的　 　障害者（児）が，市電，バス等を利用する場合に，無料で利用できる

パスカードを交付することにより，生活の利便性の向上及び社会参加の
促進を図る。

　対 象 者　 　本市に居住し，住民登録を有する６歳以上の障害者等で身体障害者手
帳（１級～４級）の交付を受けている者（ただし，４級については65歳
以上），療育手帳の交付を受けている者，原爆被爆者諸手当の受給者及
び精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者

　交付状況

　予 算 額　　令和４年度　325，343千円

交 付 者 数 人（全人口約4．94％）
障　　害　　別　　人　　員

18歳以上 18歳未満

年
齢
及
び
性
別

18歳以上

男 13，565人 視 覚 障 害 1，922人 14人

女 14，996人 聴 覚 障 害 2，889人 89人

計 28，561人 内 部 障 害 8，982人 117人

18歳未満

男 275人 言 語 機 能 障 害 242人 4人

女 281人 肢 体 不 自 由 14，526人 332人

計 556人 計 28，561人 556人

友 愛 パ ス
交 付 者 数

年　　度 平成30 令和元 令和２ 令和３
身体障害者 9，772人 9，805人 9，760人 9，672人
原爆被爆者 113人 105人 101人 95人
知的障害者 3，247人 3，380人 3，483人 3，636人
精神障害者 5，140人 5，481人 5，775人 6，124人
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桓　友愛タクシー券交付事業（市単独事業　平成４年度から実施）
　目　　的　 　重度障害者（児）が，タクシーを利用する場合に，その運賃の一部を

補助することにより，生活の利便性の向上及び社会参加の促進を図る。
　対 象 者　 　本市に居住し，住民登録を有する者のうち，身体障害者手帳の交付を

受けている者で，障害の程度が視覚の１級または２級の者，下肢の１級
から４級までの者（ただし４級については65歳以上），体幹の１級から
３級までの者並びに内部障害の１級の者，療育手帳の交付を受けている
者で障害の程度がＡ１，Ａ２又はＡの者，精神障害者保健福祉手帳の交付
を受けている者で障害の程度が１級の者

　交付状況　　9，774人（令和３年度）
　　　　　　　身体障害者　8，994人　　知的障害者　711人　　精神障害者　69人
　予 算 額　　令和４年度　78，272千円
棺　ろうあ者福祉相談員設置事業（市単独事業　昭和43年10月７日から実施）
　目　　的　 　市内に居住するろうあ者の各種行政手続，一般生活相談等に応じ，広

く便宜を供与し，福祉の向上を図る。
　対 象 者　 　ろうあ者及びろうあ者との問題で意思の疎通や理解を深める必要のあ

る者
　相　談　員　　１人
　相談件数　　797件（令和３年度）
　予 算 額　　令和４年度　2，732千円
款　相談等業務委託事業（市単独事業　平成８年度から実施）
　目　　的　 　身体障害者，知的障害者本人又はその保護者等からの相談に応じ，必

要な指導や助言等を行うことにより，障害者福祉の増進を図る。
　　　　　　①　身体障害者相談員
　　　　　　　 　身体障害者のうちから適当と認められる者に対し，身体に障害のあ

る者の相談に応じる業務を委託して，身体障害者からの更生援護の相
談に応じ必要な指導を行う。

　　　　　　　　相談員数　45人

　　　　　　②　知的障害者相談員
　　　　　　　 　知的障害者の保護者である者のうちから適当と認められる者に対

し，知的障害者本人又は保護者等からの相談に応じる業務を委託し
て，知的障害者の更生援護に関する必要な指導，助言を行う。

　　　　　　　　相談員数　９人
　予 算 額　　令和４年度　1，323千円
歓　障害福祉サービス給付事業（国の制度　平成18年度から事業を一本化）
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　目　　的　 　障害者（児）に居宅介護，生活介護などの障害福祉サービス等を提供
する。

　事業内容　 　日常生活に必要な支援を受けられる「介護給付」と，自立した生活に
必要な知識や技術を身につける「訓練等給付」等があり，家庭などで利
用できる「訪問系サービス」，入所施設などで昼間に利用できる「日中
活動系サービス」，居住の場として利用できる「居住系サービス」等に
分けられる。

　　　　　　①　訪問系サービス
　　　　　　　 　居宅介護（ホームヘルプ），重度訪問介護，同行援護，重度障害者

等包括支援，行動援護
　　　　　　②　日中活動系サービス
　　　　　　　 　生活介護，療養介護，自立訓練（機能訓練・生活訓練），就労移行

支援，就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）
　　　　　　③　居住系サービス
　　　　　　　　施設入所支援，共同生活援助（グループホーム）
　　　　　　④　その他サービス
　　　　　　　　短期入所（ショートステイ），就労定着支援，自立生活援助
　　　　　　⑤　地域相談支援給付（地域移行支援，地域定着支援）
　　　　　　⑥　計画相談支援給付（サービス等利用計画）
　利用者負担 　原則，所得に応じた４区分の上限月額（ただし，利用したサービス費

用の１割の方が低い場合は，１割）
　予 算 額　　令和４年度　18，234，908千円
汗　障害福祉サービス利用者負担軽減事業（市単独事業　平成18年度から実施）
　目　　的　 　市独自の利用者負担軽減を図り，利用を促進するため，利用者負担額

を２分の１とする。
　事業内容　　障害福祉サービスの利用について，利用者負担額を２分の１とする。
　予 算 額　　令和４年度　24，445千円
漢�　障害児通所等支援事業（国の制度　平成18年度から実施　平成24年度から児童デ

イサービスが移行し，サービスを拡充して実施）
　目　　的　 　障害児に対する療育として，児童発達支援や放課後等デイサービス等

を実施し，日常生活における基本的な動作の指導，生活能力の向上のた
めに必要な訓練等を行う。

　事業内容　 　在宅の障害児に対して，障害児通所支援事業所や保育所等において，
日常生活における基本動作の指導，集団生活への適応訓練及び生活能力
の向上のために必要な訓練等の支援を行うため，以下のサービス利用を
支援する。
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　　　　　　①　障害児通所支援
　　　　　　　　児童発達支援，放課後等デイサービス，保育所等訪問支援，
　　　　　　　　居宅訪問型児童発達支援
　　　　　　②　障害児相談支援給付（障害児支援利用計画）
　利用者負担 　原則，所得に応じた３区分の上限月額（ただし，利用したサービス費

用の１割の方が低い場合は１割）
　予 算 額　　令和４年度　9，830，486千円
澗�　障害児通所支援利用者負担軽減事業（市単独事業　平成19年度から実施　※平成

23年度までは「児童デイサービス利用者負担軽減事業」）
　目　　的　 　市独自の利用者負担軽減を図り，利用を促進するため，利用者負担額

を無料とする。
　事業内容　　障害児通所支援の利用について，利用者負担額を無料とする。
　予 算 額　　令和４年度　177，727千円
潅　補装具費支給事業（国の制度　昭和25年度から実施）
　目　　的　 　身体障害者（児）の日常生活や社会生活の向上を図るため，失われた身

体機能や損傷のある身体機能を補うための用具（補装具）を購入，修理す
るための費用を支給し，身体障害者（児）の日常生活や社会生活の向上を
図る。

　交付（修理）件数

　予 算 額　　令和４年度　166，595千円
環　障害児補装具費利用者負担軽減事業（市単独事業　平成19年度から実施）
　目　　的　　障害児の補装具費の支給について，利用者負担の軽減を図る。
　事業内容　 　障害児の補装具費の支給に際し，当該支給に係る利用者負担額を２分

の１とする。
　予 算 額　　令和４年度　1，325千円
甘　難聴児補聴器購入助成事業（市単独事業　平成25年度から実施）
　目　　的　 　補聴器の装用による言語の習得やコミュニケーション能力の発達，教

育上必要な聴力の確保を図る。
　事業内容　 　18歳未満で身体障害者手帳の交付対象とならない難聴児の補聴器購

入，修理に要する費用の一部を助成する。
　予 算 額　　令和４年度　1，228千円

年　度
種　別 令和元 令和２ 令和３

補 装 具 交 付 1，021 1，018 933
補 装 具 修 理 550 579 496

計 1，571 1，597 1，429
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監　日常生活用具給付事業（国の制度　昭和47年度から実施）
　目　　的　 　在宅の重度障害者が日常の家庭生活を営む上での不便を解消するため

に，用具を給付することにより，日常生活の利便を図る。
　対 象 者　　在宅の重度障害者（品目により障害種別・等級は異なる）
　給付件数

　予 算 額　　令和４年度　135，609千円
看　社会参加促進事業（国の制度　一部単独事業）
　目　　的　　共生社会の実現に向けて，障害者の自立と社会参加の促進を図る。
　内　　容　①　手話講座の実施（昭和57年度から実施）
　　　　　　　　市民を対象に各クラスごとに手話講座を実施
　　　　　　　　（入門：75人，基礎：95人，手話通訳者養成：75人）
　　　　　　②　手話通訳者の設置（昭和53年度から実施）
　　　　　　　　本庁及び各支所に手話通訳者を設置
　　　　　　③　手話通訳者等派遣事業（平成14年度から実施）
　　　　　　　 　聴覚障害者及び音声機能又は言語機能に障害がある者に対し，申請

に応じて，手話通訳者及び要約筆記者を派遣することにより，障害者
の自立と社会参加の促進を図る。

　　　　　　④　自動車改造費助成（昭和53年度から実施）
　　　　　　　 　身体障害者が自ら使用する自動車の改造に要する経費を助成（限度

額　10万円：所得要件あり）
　　　　　　⑤　自動車運転免許取得費助成（平成10年度から実施）
　　　　　　　 　身体障害者が自動車運転免許を取得するための経費の一部を助成

（限度額　10万円）
　　　　　　⑥　スポーツ大会の開催（昭和42年度から実施）
　　　　　　　　身体障害者体育大会，知的障害者スポーツ大会
　　　　　　⑦　１日レクリエーション（市単独事業　昭和47年度から実施）
　　　　　　⑧　レクリエーション教室開催（平成８年度から実施）
　　　　　　⑨　ボランティア活動参加促進（知的障害者）（平成８年度から実施）
　　　　　　　　知的障害者が行うボランティア活動を支援
　　　　　　⑩　要約筆記講座の実施（平成26年度から実施）
　　　　　　　　市民を対象に要約筆記講座を実施（20人）
　　　　　　⑪　盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業（平成26年度から実施）
　　　　　　　 　視覚機能と聴覚機能に障害を併せ持つ重度重複障害者に対し，申請

に応じて，盲ろう者向け通訳・介助員を派遣することにより，障害者

年　　　度 令和元 令和２ 令和３
件 数 12，327 12，550 12，734
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の自立と社会参加の促進を図る。
　予 算 額　　令和４年度　58，871千円
竿　手話言語条例制定事業（令和４年度から実施）
　目　　的　 　平成23年の障害者基本法改正で手話が言語として位置づけられ，ま

た，令和２年３月に県の手話言語条例が制定された。本市では，手話通
訳者等の設置・派遣や養成講習会の実施など関係施策の充実に努めてい
るが，さらに市民や事業者等と連携した関係施策の充実や，手話の普及
と障害者への理解促進を図るため，条例を制定するもの。

　事業概要　 　障害者への理解促進の気運を醸成し，障害者の生活課題等の解消と，
意思疎通支援の充実による共生社会の実現につなげるため，手話言語条
例の制定に取り組む。

　予 算 額　 　令和４年度　2，003千円
管　重度身体障害者ガソリン代等助成事業（市単独事業　平成８年度から実施）
　目　　的　 　重度の身体障害者のうち，自ら自動車を運転することにより社会参加

が可能で，かつ，低所得の方に対し自動車の燃料費の一部を助成するこ
とにより，社会参加を容易にし自立を促進する。

　助 成 額　①　ガソリン車　１リットル当たり40円　年180リットル以内
　　　　　　②　軽油車　　　１リットル当たり18円　年180リットル以内
　助成人員　　55人（令和３年度実績）
　予 算 額　　令和４年度　466千円
簡　ゆうあい館交流事業補助金（市単独事業　平成６年度から実施）
　目　　的　 　本市の障害者が集う心身障害者総合福祉センター（ゆうあい館）にお

いて実施される交流事業に対し補助金を交付し，障害者の社会参加，福
祉の向上に寄与する。

　内　　容　 　ゆうあい館交流事業実行委員会が実施するゆうあい館交流フェスタに
対し補助金を交付する。

　予 算 額　　令和４年度　285千円
緩�　ゆうあい福祉バス運行事業（平成９年度から実施　令和２年４月から地域生活支

援事業に移行）
　目　　的　 　障害者団体等からの要請に応じて，リフト付バスを運行し，障害者の

各種研修会，講演会，スポーツ，レクリエーション等への参加を容易に
することによって，障害者の社会参加の促進を図る。

　事業内容　　リフト付バス　１台（定員24人）
　　　　　　　運行範囲　鹿児島県内（離島を除く）
　　　　　　　利用日・時間　12月29日から翌年の１月３日までを除く日
　　　　　　　　　　　　　　午前９時30分から午後４時30分まで
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　実　　績　　令和３年度　運行回数　95回， 利用人員　延3，264人
　予 算 額　　令和４年度　4，695千円
缶　福祉用具貸与事業

（市単独事業　平成３年度から実施。ベビーセンサーは平成19年度から実施）
　目　　的　 　社会生活上福祉用具を必要とする者に対して，福祉用具を貸与するこ

とにより障害者の社会参加と福祉の増進に寄与する。
　対 象 者　　原則として，本市に居住する者で，下記に該当する者
　　　　　　　・車いす　医療機関への通院，旅行等社会生活上車いすを必要とする者
　　　　　　　・ベビーセンサー　乳幼児を養育する聴覚障害者
　貸与期間　　車いす　おおむね１ヶ月
　　　　　　　ベビーセンサー　２ヶ月（最長１年まで更新可能）
　実　　績　　車いす　令和３年度　104件
　　　　　　　ベビーセンサー　令和３年度　０件
翰　鹿児島県福祉のまちづくり条例関係事務（県移譲事務　平成12年度から実施）
　概　　要　 　「鹿児島県福祉のまちづくり条例」に基づき，障害者等に配慮した生

活環境の整備並びにまちづくりを推進するため，不特定多数の者の利用
に供する施設のうち，障害者等が安全かつ快適に利用できるようにする
ための整備を促進することが特に必要な施設の新築等の内容についての
届出を受理する。また，整備基準に適合していることを証する証票の交
付の請求により，適合しているものに対し交付する。

　　　　　　 　なお，平成９年度施行した「鹿児島市福祉環境整備指針」は県条例の
適用を受けない小規模の対象建築物について協議等を行っている。

肝　訪問入浴事業（国の制度　昭和49年度から実施）
　目　　的　 　自力及び家族の介助で入浴が困難な重度心身障害者の家庭に移動浴槽車

を派遣し，心身障害者の保健衛生の向上及び家族の介護負担の軽減を図る。
　対 象 者　 　65歳未満の身体障害者手帳１・２級または知能指数35以下で，寝たき

りの状態にあり，家族の介助だけでは入浴することができない者
　利用回数　　１人１ヶ月６回以内
　実　　績　　令和３年度　延 3，266人
　予 算 額　　令和４年度　43，538千円
艦　ゆうあい訪問給食事業（市単独事業　平成12年度から実施）
　目　　的　 　65歳未満の独居障害者世帯等を訪問して食事を提供することにより，

栄養及び献立等の面で単調になりがちな食生活を改善し，障害者の健康
増進を図るとともに，孤独感の解消を図る。なお，昼食に加えて，平成
16年７月から夕食の配食を実施している。

　対 象 者　 　独居重度身体障害者（１・２級）及び重度身体障害者だけの世帯の者
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で食事の調理が困難な者
　利用回数　　昼食　週６回以内
　　　　　　　夕食　昼食を週６回受けている者のうち希望者は週６回
　利用者負担　１食400円（住民税非課税世帯，生活保護受給者は１食200円）
　登録者数　　354人（令和３年度末）
　予 算 額　　令和４年度　39，741千円
莞　移動支援事業（国の制度　平成18年度から実施）
　目　　的　 　屋外での移動が困難な障害者（児）に外出時の支援を行うことにより，

社会参加と自立を促す。
　対 象 者　　身体障害者　身体障害者手帳の第１種の所持者
　　　　　　　知的障害者　療育手帳の所持者
　　　　　　　精神障害者 　精神障害者保健福祉手帳所持者で障害支援区分が１以

上，かつ「行動援護および重度障害者等包括支援の判定基
準表」において５点以上の者

　　　　　　　難病患者等　外出に支援が必要であると認められる者
　　　　　　　そ　の　他 　65歳到達前の過去５年間継続して援助支援の決定を受け

ていた者
　事業内容　①　場所の移動のために必要となる支援
　　　　　　②　目的地における行動支援
　利用時間　　基本　15時間／月
　　　　　　　個別事情に応じ，期限を定めて必要時間を追加
　利 用 料　　１時間あたり　身体介護を伴う　　　200円
　　　　　　　　　　　　　　身体介護を伴わない　 75円
　　　　　　　　　　　　　　市町村民税非課税世帯及び生活保護世帯は無料
　予 算 額　　令和４年度　269，481千円
観　日中一時支援事業（国の制度　平成18年度から実施）
　目　　的　 　介護者の生活支援及び障害者（児）の日中活動の場を確保することに

より，障害者（児）及び家族の安定した生活を保障する。
　対 象 者　 　障害福祉サービスの「短期入所」の支給決定を受けている障害者及び

障害児
　事業内容　 　障害者（児）を介護する者が，疾病等の理由により居宅における介護

ができない場合に，一時的に施設に預け，必要な保護を行う日帰り
ショートステイ

　利用時間　　基本　30時間／月
　　　　　　　個別事情に応じ，期限を定めて必要時間を追加
　利 用 料　　１時間あたり　30円（医療型　１時間あたり　40円）
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　　　　　　　市町村民税非課税世帯及び生活保護世帯は無料
　予 算 額　　令和４年度　36，506千円
諌　地域活動支援センター事業（国の制度　平成18年度から実施）
　目　　的　 　在宅の障害者に創作的活動や生産活動の機会を提供することにより，

自立と社会との交流を促進する。
　対 象 者　　在宅の障害者
　事業内容　　社会適応訓練，創作活動，生産活動等
　利 用 料　　無料
　委託施設　 　ゆうあい館，ふれあい館，つわぶき苑，にしべっぷの里，とんぼ，か

けはし，ひだまり，ソーバーハウス，サポートやすらぎ，クリンカハウ
ス，ドリーム，さをり工房うえ～ぶ，きずな館，結い愛の郷

　予 算 額　　令和４年度　173，610千円
貫　更生訓練費支給事業（国の制度　平成18年度から実施）
　目　　的　　更生訓練費を支給し，社会復帰の促進を図る。
　事業内容　 　就労移行支援又は自立訓練を利用している障害者に更生訓練費を支給

する。
　予 算 額　　令和４年度　7，796千円
還�　福祉ホーム事業（国の制度　平成10年度から実施　平成18年10月から障害者自立

支援法による地域生活支援事業へ移行）
　目　　的　 　日常生活に支障のある障害者に対し，低額な料金で日常生活に適する

ような居室その他の設備を利用させるとともに，日常生活に必要な便宜
を供与する福祉ホームを運営する社会福祉法人に運営費の一部を助成し，
障害者の福祉の増進を図る。

　対象施設　　自立ホームゆめの里　　　　川上町680-3　　定員11人
　　　　　　　福祉ホームむぎのめの里　　川上町1862－1　定員10人
　　　　　　　こかげの里　　　　　　　　川上町685－12　定員14人
　　　　　　　福祉ホームつわぶきハウス　犬迫町8032－2　定員８人
　予 算 額　　令和４年度　9，801千円
鑑　身体障害者福祉電話設置事業（市単独事業　平成５年度から実施）
　目　　的　 　在宅の重度身体障害者に対し福祉電話を貸与することにより，聴覚障

害者又は外出困難な重度身体障害者のコミュニケーション及び緊急連絡
の手段の確保を図るとともに，電話による安否の確認や，各種相談に応
じ，もって重度身体障害者の福祉の増進を図る。

　対 象 者　 　聴覚障害者又は外出困難な重度身体障害者で，身体障害者手帳の等級
が２級以上の者

　設置状況　　令和３年度　２台　累計 61台
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　予 算 額　　令和４年度　1，390千円
間�　ひとり暮らし障害者等安心通報システム設置事業（市単独事業　平成25年度から

実施　※24年度までは「身体障害者在宅介護支援システム設置事業」）
　目　　的　 　障害者が，長年住み慣れた地域や家庭で安心して暮らせるよう緊急通

報システムを設置する。
　事業概要　 　障害者が緊急通報装置本体またはペンダントのボタンを押した場合や

センサー等により異常を感知した場合に，市が委託した事業者（警備会
社）が通報を受信し，利用者宅へ電話をかけ状況確認を行う。利用者が
電話を受けることができない場合には，鍵を預かった警備員を利用者宅
へ派遣し，必要に応じて，消防局へ救急車の緊急出動の要請を行う。

　対 象 者　 　下記のいずれかに該当する者で，世帯全員が病弱なため日常生活を営
むうえで常時注意を要するもの

　　　　　　① 　65歳未満のひとり暮らし重度身体障害者（身体障害者手帳１・２
級）世帯

　　　　　　②　65歳未満の重度身体障害者（身体障害者手帳１・２級）のみの世帯
　　　　　　③ 　②に準ずる世帯（65歳未満の重度身体障害者と重度知的障害者との

同居など）
　利用者負担額

　予 算 額　　令和４年度　2，013千円
閑�　在宅人工呼吸器・酸素濃縮器使用電気料助成事業（市単独事業　平成13年度から

実施）
　目　　的　 　在宅で常時，人工呼吸器又は酸素濃縮器を使用している重度呼吸器機

能障害者に対して，これらの機器に係る電気料を助成し，障害者の経済
的負担の軽減と福祉の増進に資する。

　対 象 者　① 　身体障害者手帳所持者で呼吸器機能障害１級又は３級の者，又はこ
れに準ずる者として特に市長が認める者

　　　　　　②　在宅で常時，人工呼吸器又は酸素濃縮器を使用する者
　　　　　　③　生計中心者の前年の所得税が非課税の者
　予 算 額　　令和４年度　2，226千円
関　重度心身障害者（児）紙おむつ等助成事業（市単独事業　平成８年度から実施）
　目　　的　 　在宅又は病院等で，紙おむつ等を使用している重度心身障害者（児）

負担額（月額）
生活保護受給世帯

0円市民税非課税世帯
市民税均等割課税者がいる世帯
市民税所得割課税者がいる世帯 1，000円（携帯型：800円）
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に対し，紙おむつ購入費等を助成し，重度心身障害者（児）の福祉の向
上及びその世帯の経済的負担の軽減を図る。

　対 象 者　 　３歳以上の身体障害者手帳１級，２級の肢体不自由者または，療育手
帳Ａ１，Ａ２，Ａに該当する者で，生計中心者の前年の所得税が非課税の者
（生活保護世帯又は65歳以上で住民税非課税世帯を除く。）

　助 成 額　　月額　4，000円以内
　予 算 額　　令和４年度　12，437千円
陥　寝具乾燥事業（市単独事業　昭和54年度から実施）
　目　　的　 　寝たきりの身体障害者の寝具の洗濯・乾燥・消毒を行うことにより，

身体障害者の保健衛生の向上及び福祉の増進に寄与する。
　対 象 者　 　１月の大半を寝たきりの状態で過ごし，かつ，日常生活に他人の介護

を要する状態が６カ月以上継続している65歳未満の身体障害者で，伝染
性疾患者でなく，生計中心者の前年の所得税が非課税の者

　実施回数　　１人年３回以内
　予 算 額　　令和４年度　31千円
韓　重度身体障害者理髪・美容サービス事業（市単独事業　平成６年度から実施）
　目　　的　 　外出困難な重度身体障害者の家庭に理容・美容業者を派遣して，理髪・

美容サービスを行い，保健衛生の向上及び福祉の増進を図る。
　対 象 者　 　身体障害者手帳（視覚障害１級及び65歳未満の肢体不自由１級）の所

持者で，外出困難な重度身体障害者
　実施回数　　１人年３回以内
　予 算 額　　令和４年度　1，208千円
館　重度身体障害者住宅改造費助成事業（市単独事業　平成９年度から実施）
　目　　的　 　重度身体障害者の在宅での生活を支援するため，浴室・トイレ・廊下

の段差解消，手すりの設置や居室の改造等に要する経費を助成し，生活
環境の整備を図る。

　対 象 者　 　重度身体障害者及びその同居者で，同居者全員の前年課税所得金額の
合計額が330万円以下であり，納付すべき市税の滞納がない世帯

　助 成 額　　100万円と対象経費のいずれか低い額に，３分の２を乗じた額
　予 算 額　　令和４年度　21，000千円
舘　児童発達支援事業専門員加算等補助金（市単独事業　昭和51年度から実施）
　目　　的　 　在宅で児童発達支援事業所等へ通所する心身障害児又は重症心身障害

児に対し，日常生活基本動作訓練や集団生活適応訓練等の早期療育を行
うことにより各自の能力に応じた発達を支援する。

　事業内容　 　児童発達支援事業所，福祉型児童発達支援センター及び放課後等デイ
サービスについて，より質の高い訓練や指導のほか専門的な個別指導
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や，その家族に対する心理的サポートを含む総合的な療育指導を行う事
業所に対して，専門指導員等の経費の一部を助成する。

　予 算 額　　令和４年度　75，000千円
丸　発達障害児等家族支援補助事業（市単独事業　令和元年度から実施）
　目　　的　 　発達障害児等が地域からの孤立や児童虐待につながらないよう，保護

者が楽しく子育てに臨める自信を持たせるため，事業所が行う家族支援
に対し補助を行い，療育の質の向上を図る。

　事業内容　 　児童発達支援事業所等が，通所している発達障害児等の保護者に対し
て，グループ講習等の集団支援や居宅訪問等の個別支援を実施した場合
に，経費の一部を助成する。

　予 算 額　　令和４年度　5，300千円
含　障害児地域療育等支援事業（市単独事業　平成８年度から実施）
　目　　的　 　在宅障害児（者）のライフステージに応じた地域での生活を支援する

ため，障害児（者）施設の有する機能を活用し療育，相談体制の充実を
図るとともに，各種福祉サービスの提供の援助，調整等を行い，地域の
在宅障害児（者）及びその家庭の福祉の向上を図る。

　事業内容　①　障害児等療育支援事業
　　　　　　　・在宅支援訪問療育指導事業
　　　　　　　・在宅支援外来療育指導事業
　　　　　　　・施設支援一般指導事業
　　　　　　②　地域療育等支援事業
　対 象 者　 　在宅の重症心身障害児（者），知的障害児（者）及び身体障害児

（者）等
　予 算 額　　令和４年度　5，101千円
岸　障害者相談支援専門員配置促進事業（市単独事業　令和元年度から実施）
　　障害児相談支援専門員配置促進事業（市単独事業　令和元年度から実施）
　目　　的　 　サービス等利用計画又は障害児支援計画を作成する相談支援専門員を

増員する事業所を補助することで，障害者（児）が適正な計画のもと，
効果的な支援が受けられる環境を作る。

　事業内容　 　指定特定相談支援事業所及び指定障害児相談支援事業所を行う社会福
祉法人等が，相談体制の充実を図るため，常勤専従の相談支援専門員を
新たに指定特定相談支援事業又は指定障害児相談支援事業を行う事業所
へ配置した場合に，経費の一部を助成する。

　予 算 額　　令和４年度　　3，893千円（障害者相談支援専門員配置促進事業）
　　　　　　　　　　　　　　9，863千円（障害児相談支援専門員配置促進事業）
巌　障害福祉サービス等支援体制整備事業（国の制度　令和３年度から実施）
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　目　　的　 　福祉・介護職員処遇改善加算及び福祉・介護職員等特定処遇改善加算
の新規取得や，より上位区分の加算の取得を促進するとともに，障害福
祉サービス等情報公表制度に係る審査体制を確保し，当該制度を円滑に
実施する。

　事業内容　 ①　福祉・介護職員処遇改善加算等の取得促進に係る事業所への助言・
　 指導等

　　　　　　　 　福祉・介護職員処遇改善加算等の認知度向上や，各事業所による申
請へのサポート体制を構築することにより，市内事業所における加算
等の取得促進を図る。

　　　　　　 ②　障害福祉サービス等情報公表制度の施行に係る審査体制の確保
　　　　　　　 　会計年度任用職員を雇用し，障害福祉サービス等情報公表制度の審

査を行う。
　予 算 額　　令和４年度　4，335千円
玩　障害者相談支援等事業（国の制度　平成18年度から実施）
　目　　的　 　在宅で生活している障害者やその家族を対象に，地域で生活を送るう

えで必要な各種福祉サービスの活用などについて相談を受け，助言や利
用援助を行い，障害者の地域における生活を支援する。

　事業内容　①　障害者相談支援事業（電話・来所・訪問等による相談）
　　　　　　②　障害者緊急一時保護業務
　予 算 額　　令和４年度　54，031千円
癌　鹿児島市障害者基幹相談支援センター事業（市単独事業　平成24年10月１日設置）
　目　　的　 　障害者（児）及びその家族等からの総合的な相談業務について，ワン

ストップ化を図り，情報の提供及び助言その他障害福祉サービスの利用
支援等の必要な支援を行うとともに，関係機関との連絡調整，その他虐
待防止センターの機能を備えた，本市の相談支援の拠点となる基幹相談
支援センターを運営する。

　事業内容　 　総合的な相談業務（身体障害・知的障害・精神障害（発達障害を含
む）・差別解消）及び成年後見制度利用支援事業を実施。

　　　　　　・身近な地域の相談支援事業者で対応できない個別事例への対応
　　　　　　・虐待防止センターの役割など
　予 算 額　　令和４年度　34，981千円
眼　地域生活支援拠点事業（国の制度　平成29年度から実施）
　目　　的　 　地域で生活する障害者の不安の解消を図り，障害者及び家族が安心し

て生活できるよう支援することにより，障害のある人もない人も共に地
域で生活できる社会の推進に寄与する。

　事業概要　・24時間365日の緊急対応（相談，受入れ）
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　　　　　　・ 施設等から地域生活への移行を希望する障害者に対して当拠点やグ
ループホーム等において地域生活の体験の場を提供

　　　　　　 上記事業を行うため，拠点の機能を中核的に担う施設に対して，居室の
確保及びコーディネーター配置を行う。

　　　　　　　平成29年10月１日から運用開始。
　予 算 額　　令和４年度　14，816千円
岩　自立支援医療費（更生医療）支給事業（国の制度　昭和24年度から実施）
　目　　的　 　身体障害者の更生を目的にし，手術，治療により身体の機能障害を除

去し，または軽減して職業能力や日常生活を容易にする。
　対 象 者　18歳以上の身体障害者手帳を有する者
　実　　績

　予 算 額　　令和４年度　1，169，987千円
翫　重度心身障害者等医療費助成事業（県補助事業　昭和49年度から実施）
　目　　的　 　重度心身障害者（児）の保健の向上と福祉の増進を図るため本市では

昭和49年７月から身体障害者手帳１級・２級所持者並びに知能指数35以
下の一定の年齢の者を対象に保険診療分の自己負担額を助成する制度を
市単独事業として実施した。昭和49年10月から県の補助事業となり昭和
58年２月から65歳以上の対象者にも範囲が拡大された。

　対 象 者　①　身体障害者手帳の１級・２級所持者で１歳以上の者
　　　　　　②　知的障害者（児）で知能指数が35以下の１歳以上の者
　　　　　　③ 　身体障害者手帳の３級と知的障害者（児）で知能指数が36以上50以

下の合併障害者で１歳以上の者
　　　　　　上記の者で本人または保護者が市内に住所を有する者
　助 成 額　　保険診療分の自己負担額（１カ月単位）
　助成の方法　償還払い
　実　　績　　令和３年度助成件数　344，940件
　予 算 額　　令和４年度　1，825，049千円
贋　市民福祉手当（重度障害者（児）手当）（市単独事業　昭和45年４月から実施）
　目　　的　 　重度障害者（児）に市民福祉手当を支給することにより，これらの者

の福祉の増進を図る。
　対 象 者　①　重度障害者（対象者15，177人）（令和４年度予算人員）
　　　　　　　 　10月１日現在で本市に１年以上居住している20歳以上の者で，身体

障害者手帳１・２級，療育手帳Ａ１・Ａ２・Ｂ１若しくは精神障害者保
健福祉手帳１・２級の者又はこれに準ずる障害を有する者

年　度 令和元 令和２ 令和３
延 件 数 11，364件 11，692件 11，922件
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　　　　　　②　重度障害児（対象児529人）（令和４年度予算人員）
　　　　　　　 　４月１日現在で本市に１年以上居住している20歳未満の者で，身体

障害者手帳１・２級，療育手帳Ａ１・Ａ２・Ｂ１若しくは精神障害者保
健福祉手帳１・２級の者又はこれに準ずる障害を有する者

　支 給 額　　年額24，000円
　予 算 額　　令和４年度　379，420千円
雁　特別障害者手当（国の制度　昭和61年度から実施）
　目　　的　 　日常生活において常時特別の介護を必要とする20歳以上の在宅の重度

障害者の福祉の増進を図る。
　手　当　額　　月額27，300円
　実　　績

頑　障害児福祉手当（国の制度　昭和61年度から実施）
　目　　的　 　日常生活において常時介護を必要とする20歳未満の重度障害児の福祉

の増進を図る。
　手　当　額　　月額14，850円
　実　　績

顔　福祉手当（経過措置分）（国の制度　昭和61年度から実施）
　目　　的　 　日常生活において常時介護を必要とする重度障害者の福祉の増進を図

る。（旧福祉手当の受給者で特別障害者手当，障害基礎年金の非該当者）
　手　当　額　　月額14，850円
　実　　績

願　心身障害者扶養共済事業（県の制度　昭和45年度から実施）
　目　　的　 　心身障害者の保護者の相互扶助の精神に基づき，保護者の死亡又は重

度障害の状態となった後の心身障害者に年金を支給し，心身障害者の生
活の安定と福祉の増進に資する。下記①～③のいずれかに該当する心身
障害者の保護者で市内に住む65歳未満の健康な者

　対 象 者　　①　知的障害者　　②　身体障害者（１級から３級まで）

年　度
区　分 令和元 令和２ 令和３

受 給 者 数（ 人 ） 16 14 13

年　度
区　分 令和元 令和２ 令和３

受 給 者 数（ 人 ） 755 764 813

年　度
区　分 令和元 令和２ 令和３

受 給 者 数（ 人 ） 323 331 337
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　　　　　　　③　①②に準ずる者で将来独立自活することが困難と認められる者
　加入限度　　心身障害者１人につき２口まで
　加入者数　　154人（令和４．４．１現在）
　給付内容　 　加入者が死亡又は重度障害の状態となった日の属する月から心身障害

者に対し，加入口数が１口につき年金月額２万円が支給される。
　予 算 額　　令和４年度　8，599千円
企　心身障害者総合福祉センター（ゆうあい館）
　①　設置目的
　　 　このセンターは，障害者のふれあいと自立活動の拠点として，また，福祉の増

進や社会参加の意欲の向上などを図るための中核となる施設であり，地域活動支
援センター事業や福祉機器リサイクル事業，身体障害者パソコン講座などを行っ
ている。

　　 　障害者の活動やコミュニケーションの場として，また，心の福祉を育むところ
として，気軽に，楽しく，活用されることを目的とする。

　②　利用方法等
　　・開館時間　　午前９時～午後９時
　　・休 館 日　　水曜日，12月29日から翌年の１月３日まで
　　・使 用 料　　無料
　　・利用対象者　市内に居住する身体障害者手帳や療育手帳を有する者等
　③　主な事業
　　　ことばの発達指導事業，利用者相談支援等事業，スポーツ・レクリエーショ 
　　　ン，福祉機器リサイクル事業，ＩＴ講習会開催事業等
伎　知的障害者福祉センター（ふれあい館）

　①　設置目的
　　 　このセンターは，知的障害者の中核となる施設として，平成12年11月に開所し

た。体育館，温水プール，プレイルーム，音楽ルーム，会議室，交流スペース，
展示コーナー，相談室等を備えている。知的障害者相互のふれあいを深め，生き
がいと健康づくりを支援し，知的障害者とその家族の福祉の向上を図ることを目
的とする。

　②　利用方法等
　　・開館時間　　午前９時～午後９時
　　・休 館 日　　月曜日，12月29日から翌年の１月３日まで
　　・使 用 料　　無料
　　・利用対象者 　療育手帳所持者等とその家族及び知的障害者のために奉仕活動を

行う個人や団体
　③　主な事業
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　　 　スポーツ，レクリエーション，健康・生活・職業等の相談・指導，教育講座等
の開催

危　精神保健福祉交流センター（はーと・ぱーく）

　①　設置目的
　　 　このセンターは，精神障害者の自立及び社会参加の促進を図るとともに，市民

の精神障害に対する理解と相互の交流を深めることを目的とする。
　②　利用方法等
　　・開館時間　　午前９時～午後９時
　　・休 館 日　　火曜日，12月29日から翌年の１月３日まで
　　・使 用 料　　無料
　　・利用対象者 　精神障害者保健福祉手帳所持者（障害の程度が同程度と認められ

る者）とその家族や介護者及び精神障害者のために奉仕活動を行う
個人や団体

　③　主な事業
　　・ センター内施設「交流スペース」，「多目的ルーム」，「会議室」，「相談室」，「資

料室」，「調理室」，「音楽ルーム」，「デイケア室」の利用
　　・健康，生活，就労等の相談・指導
　　・精神障害者に対する社会的偏見をなくし地域住民等との交流を図るイベント
　　・精神障害に対する正しい知識の普及啓発を目的とした講座，講習会等の開催
喜　成年後見制度利用支援事業（国の制度　平成14年度から実施）
　目　　的　 　身寄りのない知的障害者・精神障害者等で，後見開始の審判を申立て

る者がいない者のために，審判の申立てを行うほか，その申立て費用を
負担し，判断能力の不十分な知的障害者・精神障害者等の保護を図る。

　予 算 額　　令和４年度　1，315千円
器　障害福祉計画等策定・管理事業（市単独事業　平成18年度から実施）
　目　　的　 　障害者基本法に基づく市町村障害者計画である第四次鹿児島市障害者

計画（平成30 ～令和４年度）並びに障害者総合支援法に基づく市町村
障害福祉計画及び児童福祉法に基づく市町村障害児福祉計画である鹿児
島市障害福祉計画第６期計画・鹿児島市障害児福祉計画第２期計画（令
和３～５年度）を推進し，進行管理を行うとともに，第五次鹿児島市障
害者計画（令和５～９年度）を策定する。

　内　　容　①　第四次鹿児島市障害者計画
　　　　　　　ア　根拠：障害者基本法に基づく「市町村障害者計画」
　　　　　　　イ 　内容： 本市の障害者施策を推進するための計画として，施策の基

本的方向を示す
　　　　　　　ウ　計画期間：平成30年度から令和４年度
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　　　　　　② 　鹿児島市障害福祉計画第６期計画・鹿児島市障害児福祉計画第２期
計画

　　　　　　　ア　根拠：障害者総合支援法に基づく「市町村障害福祉計画」
　　　　　　　　　　　　児童福祉法に基づく「市町村障害児福祉計画」
　　　　　　　　　　　　 「第四次鹿児島市障害者計画」の数値目標を含む実施計画

と位置付ける
　　　　　　　イ　内容： 障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の体制の確保に

関する計画
　　　　　　　ウ　計画期間：令和３年度から５年度
　予 算 額　　令和４年度　4，980千円
基　障害者施策推進協議会（昭和49年度から実施）
　障害者基本法に基づく障害者施策推進協議会を平成６年６月設置した。
　（昭和49年10月設置の心身障害者対策協議会を名称変更）
　委員の構成　学識経験者　　　　７人　

計12人
　　　　　　　行政機関の関係者　５人
　予 算 額　　令和４年度　70千円
奇　障害者自立支援協議会（平成20年度設置）
　障害者総合支援法に基づく協議会として，関係機関の連携強化や障害福祉計画の進
行管理等を行う。
　委員の構成　学識経験者　３人
　　　　　　　関係団体等　19人　　

計30人
　　　　　　　公募市民　　４人
　　　　　　　行政　　　　４人
嬉　医療的ケアを必要とする障害児支援事業（国の制度　令和元年度から実施）
　目　　的　 　医療的ケア児（人工呼吸器を装着している障害児その他の日常生活を

営むために医療を要する状態にある障害児）が適正な支援を受けられる
ように，保健，医療，障害福祉，保育，教育等の関係機関が連携を図る
ための協議の場を運営する。

　予 算 額　　令和４年度　263千円
寄　在宅重度心身障害児家族支援事業（県の制度　令和３年度から実施）
　事業内容　 　在宅の重度心身障害児を介護する家族の心身や経済上の負担軽減を図る

ため，家族に代わって訪問看護師等が看護を行うための経費を助成する。
　対 象 者　　18歳未満で下記のいずれかに該当する者
　　　　　　①　身体障害者手帳１級または２級
　　　　　　②　療育手帳 A １またはＡ２

　　　　　　③　身体障害者手帳３級かつ療育手帳Ｂ１
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　予 算 額　令和４年度　1，080千円
岐　ナイスハート支援事業（市単独事業　平成24年度から実施）
　目　　的　 　障害者授産施設の生産物の販売等を促進するとともに市民への啓発を

行い，障害者の生産意欲の向上を図る。
　事業内容　 　障害者施設の生産物の販売等を促進するための広報等の経費に対し助

成する。
　　　　　　①　助成先　 　物品の加工・販売等を行う障害福祉サービス事業所で構

成する団体
　　　　　　②　広報内容　生産物（木工品，パン，菓子等）やレストラン等の案内
　　　　　　③　広報方法　ホームページなど
　予 算 額　　令和４年度　200千円
希　チャレンジド大賞表彰事業（市単独事業　平成25年度から実施）
　目　　的　 　障害者の福祉についての関心と理解を深めるとともに，障害者の社会

参加と自立支援の促進を図る。
　事業概要　 　様々な分野において，前向きに取り組み輝いている障害者個人や団体

及び障害者の方々を積極的に支援している個人等を表彰する。
　予 算 額　　令和４年度　692千円

６　生活保護
敢　保護状況（令和４年度予算額　扶助費　25，970，319千円）

区　　　　分
令和２年度（月平均） 令和３年度（月平均） 前年度 

対　比 
（人員）世 帯 数 人 員 扶 助 額 世 帯 数 人 員 扶 助 額

生 活 扶 助
世帯 人 千円 世帯 人 千円 ％

10，322 13，238 564，956 10，325 13，134 557，365 99．2 

住 宅 扶 助 9，977 12，564 294，739 10，031 12，550 295，352 99．9 

教 育 扶 助 508 779 7，533 494 756 7，418 97．0 

介 護 扶 助 2，659 2，740 44，545 2，760 2，840 44，693 103．6 

医 療 扶 助 10，959 13，599 1，232，301 10，958 13，470 1，222，627 99．1 

出産・生業・葬祭扶助 289 323 8，382 282 312 8，137 96．6 

就 労 自 立 給 付 金 5 5 352 4 4 287 80．0 

進 学 準 備 給 付 金 3 3 517 3 3 633 100．0 

扶 助 実 数 11，613 14，744 2，153，325 11，640 14，697 2，136，512 99．7

区　　　　分 令和２年度 令和３年度 増　　　減

1人当たり扶助額（月額） 146，048円 145，371 △677

1世帯当たり扶助額（月額） 185，424円 183，549 △1，875
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柑　生活保護の推移（指数については，平成29年度を100とする）

７　生活困窮者自立支援
敢　自立相談支援事業（国の制度　平成27年度から実施）
　目　的　　 生活困窮者に対する自立の支援に関する措置を講ずることにより，生活

困窮者の自立の促進を図る。
　内　容　　 生活困窮者の様々な課題に一元的に対応し，生活困窮者への的確な評

価・分析に基づいて自立支援計画を策定し，関係機関との調整などを行
う。また，生活支援コーディネーターを配置し，窓口へ来られない生活
困窮者等に対する訪問支援等を行う。

　予算額　　令和４年度　21，793千円
柑　家計改善支援事業（国の制度　令和元年度から実施）
　内　容　　 相談者の家計状況の「見える化」によって根本的課題を把握し，関係機

関と連携して債権等の整理を図る。

年　度
区　分 平成29 平成30 令和元 令和２ 令和３

保 護 実 数 
（月平均）

世 帯 世帯 11，604 11，557 11，615 11，613 11，640 

指 数 100．0 99．6 100．1 100．1 100．3 

人 員 人 15，158 14，996 14，966 14，774 14，697 

指 数 100．0 98．9 98．7 97．5 97．0 

保 護 費 
（ 年 額 ）

金 額 千円 26，231，320 25，961，628 26，128，983 25，839，893 25，638，133

指 数 100．0 99．0 99．6 98．5 97．7
一 世 帯
当 た り
扶 助 額 
（ 月 額 ）

月 額 円 188，378 187，200 187，466 185，424 183，549

指 数 100．0 99．4 99．5 98．4 97．4

保 護 率 
（千分比）

本 市 ‰ 25．6 25．4 25．4 25．1 25．1 

本 県 ‰ 19．2 19．0 18．9 18．7 18．7 

全 国 ‰ 16．8 16．6 16．4 16．3 16．3 

月 平 均 保 護 率 25．1‰ 25．1‰ 0．0‰

全 国 平 均 保 護 率 16．3‰ 16．3‰ 0．0‰

月 平 均 世 帯 数 11，613世帯 11，640世帯 27世帯

月 平 均 人 員 14，744人 14，697人 △47人

処
理
件
数 

月
平
均

開 始 92件 93件 1件

廃 止 86件 89件 3件

却 下 3件 3件 0件
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桓　就労準備支援事業（国の制度　平成28年度から実施）
　内　容　　 一般就労に向けた準備が整っていない者を対象に，一般就労に従事する

準備としての基礎能力の形成を計画的かつ一貫して支援する。
　予算額　　令和４年度　160千円
棺　住居確保給付金（国の制度　平成27年度から実施）
　内　容　　 生活困窮者のうち離職・やむを得ない休業等による収入減少により経済

的に困窮し，居住する住宅の所有権等を失い，又は現に賃借して居住す
る住宅の家賃を支払うことが困難となった者であって，就職を容易にす
るため住居を確保する必要があると認められる者に対して支給する。

　予算額　　令和４年度　21，982千円
款　子ども学習サポート事業（国の制度　平成28年度から実施）
　内　容　　 家庭の事情により，家庭での学習が困難であったり，学習習慣が十分に

身に付いていない小学校５・６年生，中学生への学習支援を，教員ＯＢ
や大学生等の協力により実施する。

　予算額　　令和４年度　3，916千円
歓　生活・就労支援センターかごしま（平成28年度に開設）
　内　容　　 生活・就労支援センターかごしま内に設置したハローワーク窓口やシル

バー人材センター窓口を通じて，就職を希望する生活困窮者等へワンス
トップでの支援を行う。

８　保健衛生
　　　鹿児島市保健所　　　　山下町11番１号
　　　北部保健センター　　　吉野町3275番地３
　　　東部保健センター　　　山下町11番１号
　　　西部保健センター　　　永吉二丁目21番６号
　　　中央保健センター　　　鴨池二丁目25番１－11号
　　　南部保健センター　　　西谷山一丁目３番２号
　　　吉田地区保健センター　本城町1687番地２
　　　桜島地区保健センター　桜島藤野町1456番地１
　　　松元地区保健センター　上谷口町2883番地
　　　郡山地区保健センター　郡山町141番地
　　　喜入地区保健センター　喜入町6100番地
　　　食肉衛生検査所　　　　下福元町7852番地
　　　保健環境試験所　　　　鴨池二丁目22番18号
　　　動物愛護管理センター　田上町3910番地
敢　生活衛生
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　①　業務内容

　　ア　広報・教育・調査
　　　　保健所行事広報，衛生教育，人口動態調査その他保健衛生に関する調査
　　イ　監視・指導・取締
　　　　 医事，薬事，毒物劇物，環境衛生，食品衛生，家庭用品衛生，温泉，化製場等
　　ウ　許認可免許手続
　　　　営業関係許認可，診療所等の開設許可，医療従事者等の免許手続
　　エ　犬・猫関係
　　　　 犬の登録，狂犬病予防注射，飼い方の指導，犬の捕獲，猫の引取り
　②　活動状況

　　ア　食品衛生
　　　　食品衛生営業許可事務取扱件数 （令和３年度）

　　　　監視指導延件数　3，616件
　　イ　環境衛生
　　　　環境衛生営業許可等事務取扱件数 （令和３年度）

　　　　監視指導延件数　652件 （※泉源数）　 　　
　　ウ　統計届出
　　　　人口動態取扱件数 （令和３年度）

　　エ　犬の登録頭数ほか （令和３年度）

区 分 飲 食 店 菓 子
製 造

そうざい
製 造

食 肉
販 売

魚 介 類
販 売 そ の 他 計

申 請 1，506 166 125 42 63 80 1，982
許 可 1，527 164 124 44 65 82 2，006
現 在 数 6，779 581 276 214 254 517 8，621

区 分
旅

館

興
行
場

興
行
場

仮　

設

公
衆
浴
場

理
容
所

出
張
理
容

美
容
所

出
張
美
容

ニ
ン
グ
所

ク
リ
ー

建
築
物

特

定

登
録
業

建
築
物

温　　　泉
計

掘削 動力
装置

利用
許可

申請又は届出 12 1 1 1 6 2 88 28 4 1 19 0 2 4 169

許可又は確認 12 1 1 1 6 2 86 28 4 1 19 0 2 4 167

現 在 数 213 17 0 136 501 31 1，316 130 309 207 170 ※267 231 183 3，711

出 生 死 亡 死 産 婚 姻 離 婚
5，051 6，566 134 2，854 991

区分
犬
の
登
録

予
防
注
射

狂
犬
病

捕
獲
頭
数

犬

の

引
取
頭
数

飼
犬
の

引
取
頭
数

所
有
者
不
明
犬
の

収
容
頭
数

負
傷
犬
の

返
還
頭
数

咬
傷
届
数

措
置
命
令

引
取
頭
数

飼
猫
の

引
取
頭
数

所
有
者
不
明
猫
の

収
容
頭
数

負
傷
猫
の

件数 1，932 17，498 17 11 47 0 41 10 0 148 397 73
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　　オ　動物取扱業の登録及び届出，特定動物の飼養又は保管の許可数 （令和３年度）

　　カ　化製場等施設数 （令和３年度）

　　キ　食鳥処理場施設数 （令和３年度）

　③　医療関係

　　ア　医師，歯科医師及び薬剤師数（令和２．12．31現在）
　　　　医師　　2，692人　　人口10万人当たり453．9人
　　　　歯科医師　767人　　　　　　〃　　　129．3人
　　　　薬剤師　1，617人　　　　　　〃　　　272．6人
　　　　（資料　厚生労働省政策統括官付参事官付保健統計室「令和２年医師・歯科医師・薬剤師統計」）

　　イ　病床数（令和４．４．１現在）
　　　　13，938床（助産所を除く）
　　　　人口10万人当たり　2，363床
　　ウ　市内医療施設（令和４．４．１現在）

動物取扱業登録数（第一種）及び届出数（第二種）　　　　　（件）
区 　 分 販 　 売 保 　 管 貸 出 し 訓 　 練 展 　 示 そ の 他

第一種 83 110 3 13 14 0
区 　 分 譲 渡 し 保 　 管 貸 出 し 訓 　 練 展 　 示 そ の 他

第二種 1 1 0 0 1 0
特定動物飼養保管許可数　　　38件

施設別
区分 化製場

死　亡
獣　畜
取扱場

準用
施設

飼 養 許 可 畜 舎（指定区域内）
牛 馬 豚 鶏 あひる 犬 山羊 めん羊 合計

現在施設数 5 1 2 2 3 2 3 1 10 1 1 23
監視指導数 3 1 2 2 3 4 4 1 14 1 1 30

施設別
区　分 大　　　規　　　模 認　定　小　規　模

現 在 施 設 数
監 視 指 導 数

2
26回

10
25回

経営主体　
　区分 国 県 市

左記を除
く公的医
療施設

医療
法人等 個人 計

病

院

病 院 数 2 1 3 81 87

病
床
数

一 般 床 1，022 568 344 4，783 6，717
療 養 床 30 2，366 2，396
結 核 床 40 40
精 神 床 40 3，241 3，281
感 染 症 床 1 6 7

計 床 1，063 574 374 10，430 12，441

一
般
診
療
所

無床診療所数 3 3 7 4 301 130 448

有
床

診 療 所 数 92 6 98
一 般 床 1，279 73 1，352
療 養 床 136 9 145

計 床 1，415 82 1，497
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　　エ　市内医療関連施設（令和４．４．１現在）

　　オ　地域救急医療
　　　ア　初期救急医療（一般的な疾病・けがに対応）
　　　　 　休日在宅当番医制・夜間急病センター・歯科救急医療（休日等歯科診療・

夜間歯科診療）・夜間救急薬局・かかりつけの病院・診療所
　　　　ａ　休日在宅当番医制（昭和42年３月から実施）
　　　　　⒜　日曜，祝日，8/14・8/15，12/31 ～ 1/3の午前９時～午後６時
　　　　　⒝　９診療科目を当番医制で配置
　　　　ｂ　夜間急病センター（平成18年４月１日供用開始）
　　　　　設置場所　鹿児島市保健・急病センター１階
　　　　　⒜ 　毎日　午後７時～翌朝７時（日曜，祝日，8/14・8/15，12/29 ～ 1/3は

午後６時～翌朝７時）
　　　　　　　※産婦人科，眼科，耳鼻いんこう科は午後10時まで
　　　　　⒝　診療科目　内科・小児科・外科・産婦人科・眼科・耳鼻いんこう科
　　　　　　　※産婦人科，眼科，耳鼻いんこう科，はオンコール制
　　　　ｃ　歯科救急医療（休日：昭和54年３月から　夜間：平成４年４月から実施）
　　　　　○休日昼間　診療場所　県歯科医師会立口腔保健センター
　　　　　⒜　日曜，祝日，8/13 ～ 8/15，12/29 ～ 1/3の午前９時～午後４時
　　　　　○夜間歯科診療（在宅当番医制）
　　　　　⒜　毎日　午後６時～午後11時
　　　　　⒝ 　１歯科診療所を当番医制で配置（5/3 ～ 5/5，8/13 ～ 8/15，12/29 ～

1/3は２歯科診療所）
　　　　ｄ　鹿児島市薬剤師会夜間救急薬局（平成５年７月から実施）
　　　　　設置場所　鹿児島市保健・急病センター１階
　　　　　⒜ 　毎日　午後７時～翌朝７時（日曜，祝日，8/14・8/15，12/29 ～ 1/3は

午後６時～翌朝７時）
　　　イ 　第二次救急医療（初期救急医療機関から要請を受けて，特に入院加療を要

薬　局 店舗販売業 衛生検査所 施術所 歯科技工所

施設数 353 142 10 965 145

経営主体　
　区分 国 県 市

左記を除
く公的医
療施設

医療
法人等 個人 計

歯
科
診
療
所

無床診療所数 110 267 377
有
床

診 療 所 数
病 床 数 床

助
産
所

無床診療所数 1 75 76
有
床

助 産 所 数 2 2 4
入 所 数 床 18 3 21
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する重症患者に対応）
　　　　ａ　共同利用型病院「鹿児島市医師会病院」（昭和59年６月から実施）
　　　　　⒜　毎日　24時間体制
　　　　　⒝ 　診療科目　内科・脳神経内科・呼吸器内科・消化器内科・循環器内

科・外科・消化器外科・呼吸器外科・婦人科・放射線科・麻酔科・ペイ
ンクリニック内科・救急科・病理診断科・リハビリテーション科・緩和
ケア内科（計16科目）

　　　ウ 　第三次救急医療（第二次救急医療機関から要請を受けて，特に頭部外傷・
脳卒中・未熟児・心筋梗塞等の直ちに救命処置を要する重篤患者に対応）

　　　　ａ　鹿児島市立病院救命救急センター・成育医療センター・脳卒中センター
　　　　　⒜　毎日　24時間体制
　　　　ｂ　鹿児島大学病院救命救急センター
　　　　　⒜　毎日　24時間体制
柑　保健予防

　①　業務内容

　　　相談・健診・教室・訪問指導・給付事業・新型コロナウイルス感染症対策等
　　ア　母と子の健康
　　　 　母子健康手帳交付と妊産婦健康相談，乳幼児予約制・１歳６か月児・３歳児

健康診査，医療機関委託による妊婦・産婦・乳幼児健康診査，新生児聴覚検
査，産婦支援小児科連携事業への公費助成，出産と育児についての健康教室
（母親・父親になるための準備教室，育児教室），新生児・妊産婦・乳幼児の
訪問指導，こんにちは赤ちゃん事業，未来を守るミルク支給事業，育児支援
（育児相談），子どもすこやか安心ねっと（乳幼児相談窓口，すくすく親子教
室，総合発達相談会，親支援教室，フォローアップ学習会等），妊娠・出産包
括支援（子育て世代包括支援センター（保健センター）の運営，母子保健支援
員・発達支援専門員の配置，産後ケア，ぷれママ・ママのほっとスペース事
業等），公費負担による医療費の助成（妊娠高血圧症候群や糖尿病などの妊産
婦，未熟児，身体に障害を有する児，小児慢性特定疾病児，特定不妊治療・不
育症治療を受けた夫婦の医療費），不妊専門相談センターの設置，小児慢性特
定疾病児童等自立支援，妊産婦寄り添い支援事業，母子健康手帳アプリ運用事
業，多胎妊産婦サポーター事業，３才児健康診査における屈折検査事業

　　イ　歯の健康
　　　 　医療機関委託による幼児の歯科健診・フッ化物塗布（乳幼児歯の健康づくり

事業），小学一年生の歯科健診・フッ化物塗布（子ども達の歯と口の健康を守
るための歯科健診事業），成人歯科教室，寝たきり者等訪問歯科指導，歯科衛
生の普及，口腔保健支援センターの運営
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　　ウ　成人と高齢者の健康
　　　 　健康相談，特定保健指導，栄養相談，訪問指導等の高齢者に対する個別的支

援，通いの場等への積極的な関与，ＩＣＴを活用した保健指導，元気いきいき
検診（がん検診，腹部超音波検診，骨粗鬆症検診，一般健診，肝炎ウイルス検
診，歯周病検診），若年がん患者に対する療養支援，がん患者ウィッグ購入費
助成，運動普及推進員・健康づくり推進員の支援，健康づくり教室・講座（生
活習慣病重症化予防教室，市民のための糖尿病講演会，働く世代の健康づくり
教室，ロコモ予防教室，薬の健康教室，低栄養予防教室，口腔機能低下予防教
室，認知症・うつ予防教室），短期集中予防サービス事業，一般介護予防（口
腔・栄養・運動）複合教室，慢性腎臓病予防ネットワーク事業

　　エ　健康づくりイベント
　　　 　北部ふれあい健康まつり，東部健康づくり交流会，西部かがやき健康祭，中

央ふれあい健康展，谷山健康まつり，市民健康まつり，与次郎・海の道ウォー
キング，城山すそ野ウォーキング，慈眼寺ふるさとウォーキング，甲突河畔
ウォーキング，花と緑の吉野公園ウォーキング

　　オ　疾病の感染予防
　　　 　結核の感染予防対策（胸部エックス線撮影健康診断，結核医療給付，家庭

訪問による療養と感染防止指導等），予防接種（ジフテリア，百日せき，破傷
風，急性灰白髄炎（ポリオ），麻しん，風しん，日本脳炎，結核（ＢＣＧ），

　　　 Ｈｉｂ感染症，小児用肺炎球菌，ヒトパピローマウイルス感染症（子宮頸が
ん），水痘，Ｂ型肝炎，ロタウイルス感染症，高齢者等のインフルエンザ，成
人用肺炎球菌，流行性耳下腺炎（おたふくかぜ）），感染症発生時対策及び発生
動向調査，性感染症，ＨＴＬＶ－１，ＨＩＶ，肝炎ウイルス，風しんなど特定感
染症の予防対策

　　カ　新型コロナウイルス感染症対策
　　　 　疫学調査及び接触者健診の実施，受診・相談センターの運営，ＰＣＲ検査費

用及び入院費用の公的負担，感染者の公表・情報発信，ワクチン接種
　　キ　食生活と栄養
　　　 　食生活に関する相談，食に関する健康教室，食生活改善推進員の養成・活動支

援，給食施設指導，国民健康・栄養調査，食品表示（保健事項）に関する相談
　　ク　医療福祉相談
　②　活動状況

　　ア　定期予防接種 （令和３年度）（単位：件）

４ 種 混 合 ３ 種 混 合 急性灰白髄炎
（ポリオ）

２ 種 混 合
（ ２ 期 ）

麻しん・風しん
混合（１・２期）日 本 脳 炎 結 核

（ＢＣＧ）
小 児 用
肺 炎 球 菌

18，625 1 0 4，016 9，599 16，006 4，687 18，617
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　　イ　予防接種（任意接種） （令和３年度）（単位：件）
　　　　　　

　　ウ　健康診査並びに保健指導等 （令和３年度）（単位：人，件）

　　エ　がん検診等実施状況　　　　　　　　　　　（令和３年度）（単位：人，％）

※各検診の受診者には，半日がん検診受診者を含む。※肝炎ウイルス検診の要精密者欄は，陽性者数。

　　オ　結核予防
　　　ア　結核登録者数 （単位：人）

風しん（妊娠を希望する方等） 麻しん・風しん混合（任意） おたふくかぜ
1，003 68 8，362

地 域
保 健 活 動
訪 問 指 導

成 人 ・
老 人
健 康 相 談

お達者クラブ
（ 地 域 介 護
予 防 活 動 ）

成 人 ・
老 人
健 康 教 育

面 接
電 話 等 保
健 指 導

栄 養 改 善

集 団 指 導

健 康 増 進

健 康 教 育

特 定

保 健 指 導

栄 養 改 善

個 別 指 導
9，551 8，056 59，638 34，929 52，974 2，256 3，046 31 3，922

妊 娠

届 出 数

妊 産 婦

健 康 相 談

妊 婦

健 康 診 査

産 婦

健 康 診 査

産 婦 支 援 
小 児 科 等 
相 談

乳 幼 児

健 康 診 査

乳 幼 児
健 康 診 査
（予約制）

１  歳
６ か 月 児
健 康 診 査

３ 歳 児

健 康 診 査
4，635 4，809 57，446 8，633 2，772 13，756 70 4，579 5，169

妊 産 婦

訪 問 指 導

新 生 児

訪 問 指 導

こんにちは赤
ちゃん事業に
よ る 訪 問

母親・父親に
な る た め の
準 備 教 室

育 児 教 室 育 児 相 談
乳 幼 児

相 談 窓 口

す く す く

親 子 教 室

親 支 援

教 室
4，913 4，132 801 414 273 3，463 2，004 1，200 61

親 子
ひ だ ま り
発 達 相 談

総 合 発 達

相 談

不 妊 に 関

す る 相 談
性 教 育

乳 幼 児
歯 の 健 康
づ く り

子ども達の歯
と口の健康を
守る歯科健診

小 慢 に 関
する相談・
訪 問

882 47 35 18 14，085 3，324 2，346

区 分 対 象 者 受 診 者 受 診 率 異 常 な し 要 精 密 者
一 般 健 康 診 査 11，803 510 4．3％ ‒ ‒
胃 が ん 検 診 135，100 9，770 7．2％ 8，928 842
子 宮 が ん 検 診 119，000 26，793 22．5％ 26，374 419
乳 が ん 検 診 104，700 14，945 14．3％ 14，275 670
肺 が ん 検 診 132，400 22，847 17．3％ 22，402 445
大 腸 が ん 検 診 145，800 22，716 15．6％ 21，117 1，599
前 立 腺 が ん 検 診 7，100 1，176 16．6％ 1，097 79
腹 部 超 音 波 検 診 135，100 17，167 12．7％ 16，478 689
肝 炎 ウ イ ル ス 検 診 ‒ 6，311 ‒ 6，260 51
骨 粗 鬆 症 検 診 10，700 2，180 20．4％ 1，941 239
歯 周 病 検 診 32，234 1，548 4．8％ 775 773

令和３年３月現在 令和４年３月現在
登録者の増減

登録者数 人口1，000人中 登録者数 人口1，000人中

222 0．37 152 0．26 △ 70

Hib 感 染 症 ヒトパピローマ
ウイルス感染症 水 痘 Ｂ 型 肝 炎 ロタウイルス 高齢者等の

インフルエンザ
成 人 用
肺 炎 球 菌

麻しん・風しん
混 合（ 5期 ）

18，651 1，232 8，648 13，959 10，586 97，123 6，540 1，481
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　　　イ　実務義務者別にみた健康診断実施状況 （令和３年度）（単位：人，％）

※受診者数は，事業者等から報告のあった数のみを集計。
　　カ　受診・相談センター相談実績 （単位：件，人）

桓　保健支援

　①　業務内容

　　ア　心の健康
　　　 　精神保健福祉相談・訪問，自立支援医療費（精神通院）受給認定申請受付

等，精神障害者保健福祉手帳の申請受付等，精神保健デイ・ケア，障害福祉
サービスの支給決定（居宅介護，短期入所，就労移行・継続支援，共同生活援
助等），地域生活支援事業，精神障害者相談事業，家族のための教室，ふれあ
い交流事業，精神保健に関する講演会等，自殺対策事業

　　イ　難病対策
　　　 　医療講演会，難病に関する相談，指定難病医療対策事業の申請受付，骨髄バ

ンク登録推進，難病対策地域協議会，難病ガイドブック作成配布
　　ウ　医療福祉相談
　②　活動状況

　　ア　精神保健相談・訪問等 （令和３年度）（単位：人，件）

種別 区分 対　象　者 受　診　者 受　診　率 発見患者数

定

期

事 業 者 36，314 32，205 88．7 0
学 校 長 13，477 12，961 96．2 0
施 設 長 3，627 3，531 97．4 0
市長（業態者含む） 89，500 16，430 18．4 1

計 142，918 65，127 45．6 1
定
期
外

患 者 家 族 等 152 150 98．7 0
そ の 他 529 526 99．4 2

計 681 676 99．3 2
合　　　　　　　計 143，599 65，803 45．8 3

令和２年度 令和３年度
相談（受診・相談センター実績） 30，357 13，397

感染者 869 21，063

精 神 保 健

福 祉 相 談

精 神 保 健

訪 問 指 導

精 神 保 健

デ イ・ ケ ア

精 神 保 健 福 祉
に 関 す る
普 及 啓 発

13，496 683 205 2，159
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　　イ　難病相談・訪問等 （令和３年度）（単位：人，件）

棺　保健環境検査

　①　業務内容

　　ア　臨床検査
　　イ　食品等検査
　　ウ　環境検査
　②　活動状況

　　ア　臨床検査 （令和３年度）

　　イ　食品等検査 （令和３年度）

難 病 に 関 す る

相 談

医 療 社 会

事 業 相 談

難 病 に 関 す る

訪 問 指 導

難 病

健 康 教 育

8，910 6，506 74 308

区　　　　　分 検　　体　　数 項　　目　　数
病 原 性 腸 内 細 菌 検 査 6，569 14，906
食 中 毒 検 査 33 217
感 染 症 検 査 12，280 12，281
尿 検 査 4，763 10，358
梅 毒 血 清 反 応 検 査 282 564
淋 菌 検 査 200 200
寄 生 虫 卵 検 査 4 4
血 液 一 般 検 査 32 256
血 液 理 化 学 検 査 140 789
免 疫 血 清 検 査 374 374
Ｈ Ｉ Ｖ 検 査 356 712

計 25，033 40，661

区　　　　分
行　政　検　査 一　般　検　査

検 体 数 項 目 数 検 体 数 項 目 数
乳 及 び 乳 製 品 7 405 0 0
ア イ ス ク リ ー ム 類・ 氷 菓 11 88 0 0
菓 子 類 47 170 6 6
肉 卵 類 及 び そ の 加 工 品 63 413 2 5
魚 介 類 32 71 1 3
穀 類 及 び そ の 加 工 品 19 76 0 0
野菜・果物及びその加工品 22 68 65 73
魚 介 類 加 工 品 22 154 13 41
そ の 他 の 食 品 55 316 0 0
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　　ウ　環境検査 （令和３年度）

款　食肉衛生検査

　①　業務内容

　　ア　牛・豚等の生体検査，内臓検査，枝肉検査
　　イ　精密検査：病理，微生物，理化学検査
　　ウ　衛生指導
　②　活動状況

　　ア　畜種別と畜検査頭数及び処分頭数 （令和３年度）

歓　保健・急病センター

　①　施設の概要

　　　所在地　　鴨池二丁目22番18号
　　　敷地面積　　1，931．15㎡
　　　延床面積　　4，013．67㎡

区　　　　分 検体数 項目数

水
質

河 川 ・ 水 路 等 調 査 264 7，256
地 下 水 調 査 98 4，134
海 水 浴 場 調 査 34 144

水
質

工 場 排 水 基 準 監 視 124 1，377
産 業 廃 棄 物 処 分 場 排 出 水 調 査 30 915
錫 山 周 辺 調 査 10 350
そ の 他（ 臨 時 調 査・ 苦 情 等 ） 11 290

大
気

臭 気 指 数 測 定 5 5
酸 性 雨 調 査 87 1，479

計 663 15，950

農 産 物 の 残 留 農 薬 18 2，234 0 0
その他（拭き取り検査等） 34 262 0 0
飲 料 水 適 否 試 験 0 0 76 1，726
簡 易 水 道 128 1，515 0 0
プ ー ル 水・ 浴 場 水 検 査 104 520 0 0
家 庭 用 品 等 検 査 50 110 0 0

計 612 6，402 163 1，854

畜 種 牛 馬 豚 計

検 査 頭 数 14，465 0 225，348 239，813

全部廃棄
頭　数 116 0 619 735

％ 0．80 0 0．27 0．31
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　　　構　　造　　鉄筋コンクリート造地下１階地上５階建
　②　施設の内容

　　ア　夜間急病センター　１階
　　イ　鹿児島市薬剤師会夜間救急薬局　１階　　

※詳しくは，Ｐ203を参照

　　ウ　精神保健福祉交流センター　２階・３階　　※詳しくは，Ｐ196を参照
　　　 　精神障害者の自立及び社会参加の促進を図るとともに，市民の精神障害に対

する理解と相互交流を深めることを目的とした施設
　　　　閉　館　日　　毎週火曜日・12/29 ～１/ ３
　　　　開館時間　　午前９時～午後９時
　　　　主な施設　　 交流スペース，多目的ルーム，相談室，デイケア室，調理室，

音楽ルーム等
　　エ　保健環境試験所　３階・４階・５階
　　　 　各種検診の臨床検査，食品等の検査，大気・水質等の環境検査及び感染症・

食中毒発生時の原因物質の検査を行う施設
　　　　検査内容
　　　　　・臨床検査　検便・尿検査・血液検査などを実施
　　　　　・食品検査　食品検査・飲料水検査などを実施
　　　　　・環境検査　 河川水・工場排水等の水質調査，臭気指数測定，酸性雨調査

などを実施
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